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１．研究の背景と目的 
図表 1にデスクトップ PC、ノート PC、タブレット、スマートフ
ォンの世界市場における出荷台数の推移を示す。2009 年ではスマー
トフォンとノート PC の世界出荷台数はほぼ同じだったが、2011 年
にはスマートフォンがノート PCのほぼ 2倍、そして 2016年には約
3.6倍の市場規模になるなど成長が著しい。 
 
図表１ PC、タブレット、スマートフォン市場規模推移 
 
インテルはこれまで PC 向けプロセッサ市場において大きなシェ
アを獲得し、市場をリードしてきた。しかしスマートフォンやタブレ
ットの市場が急成長することで PC 市場がこれまでの勢いを失いつ
つある。インテルはこのスマートフォンとタブレットの両市場におい
てほとんどシェアが取れておらず、ARMというアーキテクチャを採
用するプロセッサによって市場はほぼ占有されている。 
インテルがこれらの市場で出遅れている理由としては、いわゆる
「破壊的技術革新」のコンセプトで説明できる。同社はこれまで「半
導体の集積度は 18ヶ月で倍になる」というムーアの法則をフルに生
かして、より情報処理能力の高いプロセッサを世界最先端の工場で量
産し、世に送り出してきた。それがパソコンの急速な進化を支える技
術的基盤でもあった。つまり持続的技術の改良により競争上優位な地
位を確立してきたため、新しい市場への対応が十分でなかった。自社
が持つ技術力を過信し、その市場への参入に必要十分な投資を怠って
きたこと、競争優位となる製品を競合他社に先駆けて市場投入するた
めの戦略が十分に練られていなかったことなどが今の状況を招いた
要因として考えられる。 
そこで本研究では、現在 ARM プロセッサによって寡占状態とな
っているスマートフォン向けプロセッサ市場に、インテルが後発で参
入しシェア拡大を実現させる上で、これまで培ってきた技術力や経営
資源を活用しどのような経営戦略を取るべきか、理論、実務双方の観
点から解明することを目的とする。 
 
２．研究の構成 
 本研究は序章と終章を含む 8章の構成である。序章では研究の背景
と構成を示し、2章ではスマートフォン向けプロセッサ市場における
インテルの現状とその課題について、プロセッサアーキテクチャ、半
導体製造、スマートフォン向け OS、そしてプロセッサ製品の 4つの
視点から分析を行う。それにより、この市場ではプロセッサ単体での
差別化が難しく、OSも含めたプラットフォームレベルでの競争戦略
が必要であることを明らかにする。3章ではプラットフォーム戦略に
関わる先行研究のレビューを行い、プラットフォームリーダやプラッ
トフォーム戦略に関する研究に焦点を当てる。4章では研究の枠組み
と方法について検討し、第 2章から考えられるインテルの戦略につい
て、3章の先行研究を踏まえ、理論的仮説モデルの設定を行う。5章
では、寡占状態となっている市場に後発で参入し、シェアトップにま
で上り詰めることができた事例を取り上げ、その成功要因について分
析する。6章では競合となるプラットフォームリーダーとの比較分析
を行う。7章では 5章と 6章の分析結果に基づいて理論的仮説モデル
を具体化し、実践的仮説としてとしての戦略について展開する。最後
に、終章において本研究の総括を行い、今後の課題について述べる。 
 
図 2。研究の構成 
 
 
３．研究の結論 
Tizen超プラットフォーム戦略として以下を提案した。 
(1) スマートクラウドフォンの実現 
次世代スマートフォンとして Web アプリ専用スマートクラウドフ
ォンを提案し、未来予測に基づくスマートライフの提案を可能にする 
(2) プラットフォーム戦略 
・デバイス間連携によるM2Mの実現：組込機器メーカーと戦略的ア
ライアンスを締結し、Tizenの組込機器向けプロファイルを開発。デ
バイス間連携による新しい顧客価値創出を促進する。 
・OS間連携によるWebアプリプラットフォームの構築：OS間連携
により、IAベースの OS全てWebアプリが同じように、十分最適化
された環境で動作することを担保する。それにより、Tizen の C-PF
と他のプラットフォームとの連携を強化する。 
・レイヤ間連携によるハードとソフトの融合：リファレンスプラット
フォームを開発し、プロセッサとOSの融合、すなわち Tizenの Atom
プロセッサへの最適化を図る。それを提供することで端末ベンダーに
よる開発期間短縮を可能にする。 
(3) エコシステム拡大戦略 
Tizen プラットフォーム事業体設立：アプリ・コンテンツ配信、
クラウドサービス、ビッグデータサービスを行うための事業体を設立
し、オープンなエコシステムを構築する 
 
図表３．Tizen超プラットフォーム戦略の全体像 
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序章 研究の背景と構成 
1節 研究の背景と目的 
個人向け情報端末として主流であった PC が、スマートフォンやタブレットなどの携帯端
末に置き換わりつつある。図表 1-1 にデスクトップ PC、ノート PC、タブレット、スマート
フォンの世界市場における出荷台数の推移を示す。2009 年から 2011 年は出荷台数の実績、
2012 年以降は調査会社の予測をもとにしている。2009 年ではスマートフォンとノート PC
の世界出荷台数はほぼ同じ 1 億 7 千万台程度だったが、2011 年にはスマートフォンがノー
ト PC のほぼ 2 倍、そして 2016 年には約 3.6 倍の市場規模になっており、スマートフォンの
市場成長のスピードが PC を大きく上回っている。またタブレットに関しては、2008 年 10
月に iPad が発売されて以降、市場での地位が確立され、まだスマートフォンほどではない
が、市場規模も着実に成長している。これら４つのカテゴリを年平均成長率（2009~2016 年）
で比較すると、ノート PC の 11%、デスクトップ PC の 3%に比べ、タブレットが 190%、ス
マートフォンが 33%となっており、その勢いの差はより明らかである。 
図表 1-1 PC、タブレット、スマートフォン市場規模推移 
 
出典：IDC Worldwide Quarterly PC Tracker1より筆者作成 
インテルはこれまで PC 向けプロセッサ市場において大きなシェアを獲得しており、市場
をリードしてきた。しかしスマートフォンやタブレットの市場が急成長することで PC 市場
                                                        
1
 http://www.idc.com/getdoc.jsp?containerId=prUS23543712, 2012.11.15 
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がこれまでの勢いを失いつつある。インテルはこのスマートフォンとタブレットの両市場
においてほとんどシェアが取れておらず、ARM というアーキテクチャーを採用するプロセ
ッサによって市場はほぼ占有されている。 
インテルがこれらの市場で出遅れている理由としては、いわゆる「破壊的技術革新」の
コンセプトで説明できる。同社はこれまで「半導体の集積度は 18 ヶ月で倍になる」という
ムーアの法則をフルに生かして、より情報処理能力の高いプロセッサを世界最先端の向上
で量産し、世に送り出してきた。それが PC の急速な進化を支える技術的基盤でもあった。
つまり持続的技術の改良により競争上優位な地位を確立してきたため、新しい市場への対
応が十分でなかった。自社が持つ技術力を過信し、その市場への参入に必要十分な投資を
怠ってきたこと、競争優位となる製品を競合他社に先駆けて市場投入するための戦略が十
分に練られていなかったことなどが今の状況を招いた主な要因として考えられる。 
そもそも、PC 向けプロセッサとスマートフォン・タブレット向けプロセッサでは要求さ
れる仕様が大きく異なる。PC 向けプロセッサでは電源を AC アダプター経由で確保される
ため、十分な電力のもと、いかにして最高のパフォーマンスを発揮するかが重要視されて
きた。一方、スマートフォン・タブレット向けプロセッサでは製品に組み込まれているバ
ッテリーから電源が供給されるため、限られた電力の中で高いパフォーマンスを発揮させ
なければならず、バッテリー寿命と高機能のトレードオフの関係のバランスを取ることが
重要となっている。ARM はこの低消費電力、且つ高機能のプロセッサの技術で長年実績を
積み重ねており、そこにインテルの死角があった。 
インテルはスマートフォン向けプロセッサ市場への参入に向けてさまざまな努力を積み
重ねてきたが、2012 年 4 月にリリースされた Android スマートフォンでようやく市場参入
を果たす。しかし世界市場におけるシェアは 2012 年上半期で 0.2%と低く、市場における影
響力はほとんどないに等しい。またタブレットに関しては、市場のほとんどを占めている
iPad と Android の両タブレットにおいて 2012 年 11 月の時点での採用実績はない。2012 年
Q4 に発売予定の Windows 8 タブレットで本格的な参入を予定しているが、今後どの程度の
シェア獲得が実現できるかは未知数である。 
このような状況の中、2012 年 11 月にインテルの時価総額がとうとう Qualcomm に抜かれ
た。インテルの 7~9 月期の売上高は Qualcomm の約 2.8 倍、純利益は約 2.3 倍の水準にある
にもかかわらず、時価総額で抜かれたことは、それだけスマートフォン、タブレット市場
に参入しきれていないインテルの将来性が危ぶまれているとも捉えられる。 
そこで本研究では、現在 ARM プロセッサによって寡占状態となっているスマートフォン
向けプロセッサ市場に、後発で参入したインテルがシェア拡大を実現させる上で、これま
で培ってきた技術力や経営資源を活用しどのような経営戦略を取るべきか、理論、実務双
方の観点から解明することを目的とする。なお、タブレットに関してはスマートフォンに
比べると現段階では市場規模としても影響力としても小さいこと、さらには技術的観点か
ら見るとスマートフォンとタブレットは非常に近く、スマートフォン市場でのシェア獲得
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がタブレット市場でのシェア獲得に大きく貢献すると考えられることから、本研究でスマ
ートフォン市場に対する戦略提案に焦点を当てる。 
2節 研究の構成 
本研究は 8 章から構成され、図表 1-2 のような研究アプローチで論を展開する。 
図表 1-2 研究の構成 
 
出典：筆者作成 
2 章の「インテルの現状と課題」では、スマートフォン向けプロセッサ市場におけるイン
テルの現状とその課題について、プロセッサのアーキテクチャー、半導体製造、スマート
フォン向け OS、そしてプロセッサ製品の 4 つの視点から分析を行う。それにより、この市
場ではもはやプロセッサ単体での差別化が難しく、OS も含めたプラットフォームレベルで
の競争戦略が必要であることを明らかにする。 
3 章の「先行研究の検討」ではプラットフォーム戦略に関わる先行研究のレビューを行い、
当該研究分野において、プラットフォームリーダーがいかにしてそのエコシステムを拡大
させ、その全体の価値や機能を向上させることができるか、そしてどのようなプラットフ
ォーム間の連携がどういった効率的なシナジーを発揮することができるかといった、プラ
ットフォーム戦略に関する研究に焦点を当てる。 
4 章の「研究の枠組みと方法」では、第 2 章から考えられるインテルの戦略について、3
章の先行研究を踏まえ、理論的仮説モデルの設定を行う。 
5 章の「逆転の事例分析」では、寡占状態となっている市場に後発で参入し、シェアトッ
プにまで上り詰めることができた事例を取り上げ、その成功要因について分析する。 
6 章の「プラットフォームリーダー競合分析」では競合となるプラットフォームリーダー
との比較分析を行う。 
7 章の「Tizen 超プラットフォーム戦略の構築」では 5 章と 6 章の分析結果に基づいて理
論的仮説モデルを具体化し、実践的仮説としてとしての戦略について展開する。また、構
築した戦略の客観的確認を行うための実証実験についても述べる。 
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終章の「研究の結論と今後の課題」では締めくくりとして、本研究の総括を行い、今後
の課題について述べる。 
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2章 インテルの現状と課題 
本章ではまず、第１節の「スマートフォン向けプロセッサ OS に関する競合関係」におい
て、スマートフォン向けプロセッサ市場における競合関係の全体像について説明した後、
第 2 節の「プロセッサアーキテクチャー」、第 3 節の「半導体製造」、第 4 節の「スマート
フォン向け OS」、第 5 節の「スマートフォン向けプロセッサ」において競合関係の詳細を
分析し、この分野におけるインテルの現状と課題を明らかにする。 
1節 スマートフォン向けプロセッサと OS に関する競合関係 
1. 半導体業界分強化の流れ 
図表 2-1にこれまでの 1970年代から現在に至るまでの半導体業界の分業化の流れを示す。 
図表 2-1 半導体業界の分業化の流れ 
 
出典：ARM（株）社長西嶋氏の講演資料に筆者加筆 
1970 年代、半導体メーカーはほとんどが IDM（Integrated Device Manufacturer： 垂直統合
型企業）という形態であり、設計から量産までをほとんど一社で手がけるのがほとんどで
あった。 
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そして半導体業界での最初の水平分業は、パッケージの組み立てを行う、アセンブル工
程のアウトソーシングからスタートしたと考えられる。その後、パッケージのアッセンブ
ル業者はファイナル・テストの工程まで請け負うようになり、一部の大手業者は新しいパ
ッケージの開発までも行うようになっている。いつしか、彼らは「サブコントラクター」、
「サブコン」と呼ばれるようになった。英語の「サブコントラクター」とは、いわゆる下
請け、外注業者を意味するが、業界トップのサブコン企業は今や従業員 2 万人を擁する巨
大企業にまで成長している。その後は、設計だけを請け負う独立系のデザイン・ハウスも
数多く誕生した。 
半導体業界の水平分業を決定的にしたのは、何といっても 1980 年代に確立された「ファ
ブレス半導体メーカー」と「半導体製造ファンダリー」というビジネスモデルであろう。
当初、ファブレスのビジネスモデルは資金調達が困難なベンチャー企業の選択する道であ
ったが、現在のファブレス半導体ベンダの中にはザイリンクスやアルテラのような年間売
り上げが 10 億ドルを超えるような企業も存在しており、半導体業界のみならずエレクトロ
ニクス業界全体にも大きな影響を与えるような存在になっている。一方、台湾の TSMC や
UMC に代表される半導体製造ファウンダリーの最新プロセス技術は、業界をリードする最
先端の水準を誇っている。半導体技術の微細化には巨額の設備投資が伴うが、2001 年の半
導体不況の影響で、インテルを除く垂直統合型の大手半導体メーカーが設備投資額を大幅
に削減したのに対して、TSMC や UMC のファウンダリの減額幅は小さく、総額でもインテ
ルやサムスンなどに次ぐ高い投資額を維持している。 
その後登場したのが、IP（Intellectual Property：設計資産）プロバイダというビジネスモ
デルである。プロセッサを含む大規模な回路ブロックのコアや特定の設計技術のライセン
ス販売を行う IP プロバイダの中には、多くの携帯電話用 LSI に使用されているプロセッサ
コアを提供している ARM や、パソコンの内部構成に大きな影響を与える存在となったラム
バスなどが含まれる。ますます複雑化、高集積化するシステム LSI の設計を短期間で完成
させるためには、検証済み IP ブロックの再利用が今後さらに重要になることは間違いない。
IP プロバイダは、デザインハウスやファブレス半導体メーカーとは明らかに異なるビジネ
スモデルだ。彼らの顧客は、半導体メーカーから、半導体ユーザー、半導体製造ファンダ
リーまでの広い範囲に及ぶ。このビジネスモデルはデザインハウスと同様に比較的小資本
で開業可能であり、ビジネスのリスクは低いが、業界に大きな影響力を及ぼす存在になる
ポテンシャルを秘めている。 
2. スマートフォン向けプロセッサ市場における競合関係 
半導体業界の水平分業化の流れは、スマートフォン向けプロセッサ市場においても顕著に現れ
ている。図表 2-2はスマートフォン向けプロセッサ市場における競合関係を示したものである。 
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図表 2-2 スマートフォン向けプロセッサ市場における競合関係 
 
出典：筆者作成 
スマートフォン向けプロセッサ市場では現在、ARM のアーキテクチャーを採用したプロセッサが
ほぼ市場を独占している。そのため、インテルにとってのプロセッサ・アーキテクチャーに関する競
合は ARM 社となる。しかし実際に ARM の IP を使ってプロセッサを製造販売しているのは
Qualcomm、Samsung、TI、Nvidia といったプロセッサベンダーであり、これらの企業がプロセッ
サ製品に関する競合相手となる。 
これらのプロセッサーベンダーの中で、Samsung はインテルと同じ IDM であり、半導体製造に
関して積極的な投資を継続しており、2005 年からファウンドリビジネスも展開している。実際にアッ
プル向けに iPhone、iPad用のプロセッサの量産を行っている。 
一方で、TI と ST Ericcson も自社の半導体製造工場は持っており、IDM として見なされるもの
の、最先端のプロセス技術に対する積極的な投資を継続していない。つまり TSMC などの半導体
製造ファウンダリーへのアウトソーシングも行っているため、ファブライト半導体メーカーと呼ばれる
こともある。 
そしてNvidiaやQualcommなどはファブレス半導体メーカーとして知られている。半導体設計
を主に手がけ、半導体製造設備は一切持っていない。そして半導体の製造は提携する半導体製
造ファウンダリーに依存している。 
半導体製造ファウンダリーとしては TSMC、UMC、そして AMD からスピンアウトした
GlobalFoundries が挙げられる。その中で最大手の TSMC は ARM と長期の協力関係にあり、
プロセッサの仕様確認のための標準プロセスを持っている。ARM ベースのプロセッサの量産を多
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く手がけていることから、インテルにとって半導体製造に関する一番の競合は TSMC と見なされ
る。 
OS に関しては、インテルはオープンソースで Linux ベースの Tizen の開発をボードメン
バーの一員として主導している。Tizen のスマートフォン向け OS 市場における競合相手と
しては iOS や Android などになるが、インテルとしては Android スマートフォン向けにもプ
ロセッサを提供している。 
2節 プロセッサアーキテクチャー 
1. ARM のビジネスモデル 
 図表 2-3 に ARM のビジネスモデルを示す。 
図表 2-3 ARM のビジネスモデル 
 
出典：日経ビジネス 2011.8.8.15 58 頁 
ARM はファブレス企業で自ら製造はしないが、ARM アーキテクチャーを採用した省エ
ネ設計のプロセッサを独自開発し、その IP を Qualcomm などのライセンス契約を結んだプ
ロセッサベンダーに提供している。ARM がプロセッサベンダーから得るのは、半導体出荷
数に応じたロイヤリティとして半導体価格の 1～2%、そして IP のライセンス供与に対する
ライセンス料である。 
図表 2-4 の ARM の売上高内訳によると、2011 年の上半期においてロイヤリティは全体の
52%、ライセンス料は 36%と、この 2 つが ARM の売り上げのほとんどを占めていることが
わかる。さらに図表 2-5 のロイヤリティの内訳によると、モバイル、つまり携帯電話、スマ
ートフォン、タブレットなどの情報携帯端末が 60%を占めている。 
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図表 2-4 ARM の売上高内訳 図表 2-5 ARM のロイヤリティ内訳 
 
 
 
出展：ARM（株）社長西嶋氏講演資料 出展：ARM（株）社長西嶋氏講演資料 
情報携帯端末の市場が拡大すると共に ARM が得るロイヤリティも増え、それに伴って
ARM の業績、株価共に右肩上がりとなっている（図表 2-6、2-7 参照）。 
図表 2-6 ARM の売上高内訳 図表 2-7 ARM の株価推移 
  
出典：日経ビジネス 2011.8.8.15 57 頁 出典：日経ビジネス 2011.8.8.15 58 頁 
2. 会社概要比較 
図表 2-8にインテルと ARMの会社概要比較を示す。 
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図表 2-8 インテルと ARM の会社概要比較 
 
出典：日経ビジネス 2011.8.8.15、2011 年 Annual Report より筆者作成 
英国に本社をおく ARM は社員数 2000 人程度で 10 万人を要するインテルの 50 分の 1。
この差はあくまでもファブレスというビジネスモデルを採用しており、半導体製造に必要
な人員を必要としないことが原因となる。また、20011 年 12 月期の売上高は 7 億 8900 万ド
ルで、インテルの 540 億ドルに比べて 60 分の 1 程度である。ロイヤリティとライセンスが
主な収益源となるため、売上高はどうしても少なくなる。 
しかし 2010 年のプロセッサ出荷数で比較すると、インテルが 3.2 億個に対し、ARM が約
61 億個と大きく差が開いている。インテルはほとんどがパソコンとサーバ向けだが、ARM
はスマートフォンやタブレット、ゲーム機、自動車など、低消費電力が求められるさまざ
まな用途向けに出荷されている。今後、スマートフォン、タブレット市場の拡大、Windows 
8 の ARM 対応などにより、さらに出荷量が増えると予想される。 
3. アーキテクチャー比較 
図表 2-9にインテルと ARMのプロセッサアーキテクチャー比較を示す。 
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図表 2-9 プロセッサアーキテクチャー比較 
 
出典：筆者作成 
インテルと ARM の命令セットアーキテクチャーは、その設計概念から大きく異なる。イ
ンテルアーキテクチャー（以下、IA）では CISC（Complex Instruction Set Computer）という
設計手法を採用している。CISC は個々の命令を高級言語に近づけ、複雑な処理を実行でき
るようにすることで処理能力の向上をはかっているため、パソコンなどの高いパフォーマ
ンスが求められるアプリケーションに適している。一方で ARM が採用する RISC（Reduced 
Instruction Set Computer）では個々の命令を簡略化することによりパイプライン処理の効率
を高め、処理性能の向上をはかっている。そのためプロセッサの設計そのものがよりシン
プルになっており、スマートフォンやタブレットなどのバッテリー駆動によるアプリケー
ションに適している。 
命令セットアーキテクチャーが異なると、それぞれのプロセッサ上で動く OS、ミドルウ
ェア、アプリなど、全てバイナリの互換性がない。デバイスを開発する際、できるだけ開
発期間を短縮しコストを下げようとするため、一度開発されたソフトウェア資産をなるべ
く再利用しようとする。そのため、ある一つの命令セットアーキテクチャーが市場で支配
的になりやすい傾向がある。また、一旦ある命令セットアーキテクチャーが支配的になる
と、それを覆すことが非常に困難になる。PC 市場では IA が、スマートフォン市場で ARM
が支配的となり、その高いシェアが長年維持されるのはそういった理由からである。  
しかし、この両市場において IA と ARM のアーキテクチャー間の競争が始まろうとして
いる。2012 年にはスマートフォン市場において IA を採用した Android スマートフォンが製
品が投入され、さらにモバイル PC 市場においては ARM を採用した Chromebook が発売さ
れている。この 2 つのアーキテクチャーは設計思想が異なるものの、共にそれぞれの不利
な点を補うような技術開発を長年進めているため、現在ではその性能差は縮まってきてい
る。そのため、各市場における争いは、今後ますます激しくなると予想される。 
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3節 半導体製造 
1. 半導体プロセス 
1970年に10umだったトランジスタのゲート長は、最新の技術では20nm付近にまで小さくなっ
た（図表 2-10 参照）。つまり 1/2000の大きさである。この微細加工の技術がコンピュータの進化を
促し、デジタル家電や携帯電話を生み出す原動力となった。図表 2-11 に示すとおり、チップ面積
あたりの集積度が 18 ヶ月で 2 倍になる「ムーアの法則」を支えているのは、まさにこの微細加工の
技術である。 
図表 2-10  トランジスタのゲート長推移 
 
出典：IDF SF2011「SPCS002」プレゼン資料 
図表 2-11  主要プロセッサにおけるトランジスタ数の推移 
 
出典：IDF SF2011「SPC002」プレゼン資料 
微細加工技術は 40 年もの長きに渡って、ほぼ同じペースを守っている。その歴史を振り返ると
数多くの要素技術の積み上げで成り立っており、常に限界論との戦いだった。例えばゲート酸化
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膜におけるリーク電流である。これまでリーク電流は無視できる範囲であったが、図表 2-12 に示す
とおり、プロセスの微細化とともにゲート酸化膜におけるリーク電流が急激に増加しており、その影
響は大きくなりつつある。 
図表 2-12  ゲート酸化膜におけるリーク電流 
 
出典：IDF SF2011「SPC002」プレゼン資料 
このような問題により、ムーアの法則実現が難しいと考えられたこともあったが、そのたびに新し
い技術が登場し、その限界を突破してきた。そういった鍵となる技術として、ストレイド・シリコン、
High-K＆メタルゲート、そしてトライゲートが挙げられる。 
ストレイド・シリコンはシリコン素材を引き伸ばす、あるいは縮めることでトランジスタ内の電子の移
動を高速化し性能を上げる。High-K&メタルゲートはゲート絶縁膜の一種で高誘電率素材にする
ことでリーク電流を低減する。ゲート電極に金属を使うことで、電子の流れを阻害するフォノン振動
を抑止する。そしてトライゲートは電流が流れるチャネルをフィン構造（3 次元）にすることで、チャネ
ル幅を狭め集積度を上げるだけでなく、より多くの電流を流せるともに制御効率も上がる。 
インテルはこれらのトランジスタ技術を他社に先駆けて導入しており、それが半導体企業としての
競争力の源泉となっている。 
図表 2-13 に、これら技術の導入時期をインテルと競合である TSMC、GlobalFoundaries、
Samsung、IBM との比較で示す。 
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図表 2-13  インテルのトランジスタ技術におけるリーダーシップ 
 
出典：IDF SF 2011｢SPCS002｣プレゼン資料 
ストレイド・シリコンは競合 4 社よりも 3 年ほど、High-K&メタルゲートは 3.5 年、そし
てトライゲートに関しては 4 年ほど先駆けて導入しており、最新のトランジスタ技術導入
のタイムラグは少しずつ大きくなっていることが分かる。 
このような競争優位を実現できている要因として、インテルが IDM、つまり垂直統合型
の半導体メーカーであることがまず始めに挙げられる。半導体プロセスの微細化が進むほ
ど、チップの設計者とプロセス技術の開発者の間でより密接な連携が必要になる。複数の
顧客を扱う半導体製造ファウンダリにとって、あるプロセッサベンダー一社と提携して微
細化に関する研究をするということは考えられない。そのプロセッサベンダーにとって、
研究の成果物によって他社製品をも量産されてしまうと競合他社を利することにつながる
からである。 
図表 2-1 で示したように、半導体業界の水平分業化は長い年月を経て進化してきたが、以
上の理由から今後うまく機能しなくなることも考えられ、インテルにとっては半導体製造
に関してさらなるアドバンテージを確保できる可能性がある。 
2. 半導体量産 
図表 2-14に 2006年から 2011年までのインテルの売上高、純利益、設備投資額、そして研究
開発費の推移を示す。 
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図表 2-14  インテルの売上高・純利益・設備投資額・研究開発費推移 
 
出典：Intel Annual Report 2011 より筆者作成 
ノートPCとサーバ向けビジネスにおける好調を受け、2011年度の売上高が$50Bを超え、過去
最高を記録した。それに伴い、それまでは設備投資額は毎年$4.5~5.0B 程度、研究開発費は
$5.5~6.5B程度だったのが、2011年には設備投資額で$10B、研究開発費で$8.3B となっている。
この 2011年の設備投資額と研究開発費について、以下で競合他社との比較を行った。 
まず、図表 2-15は 201１年度の半導体メーカー設備投資額のランキングである。 
図表 2-15  半導体メーカーの設備投資額 
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出典：The McClean Report2、各社 Annual Report より筆者作成 
2010年度はインテルは Samsung、TSMCに続き 3位であったが、2011年度は業績好調を受
けて首位となっている。上位 10社のうち、インテル以外はファウンダリとメモリメーカーが占めている。
このことから、ファウンダリやメモリメーカーは設備投資に積極的だが、それ以外の IDM は設備投
資を抑制しており、ファウンダリへの依存度が高くなっているといえる。つまり、ここにも半導体業界
が分業化の影響が見てとれる。 
次に、図表 2-16に 2011年度の半導体メーカーの研究開発費ランキングを示す。 
図表 2-16  半導体メーカーの研究開発費 
 
出典：The McClean Report3、各社 Annual Report より筆者作成 
2011 年ではインテルが 2 位の Samsung の 3 倍近くの研究開発費を計上しており、圧倒的な
首位に立っている。だからといってインテルが安泰かというと、そうとも言い切れない。IBM が主導
する半導体関連の企業連合に東芝、Samsung、GlobalFoundries などが参加しており、共同で
半導体プロセス技術の研究開発を進めているからである。 
                                                        
2
 
http://www.icinsights.com/news/bulletins/Japan-Quake-Wont-Slow-2011-Semiconductor-Capital-Ex
penditures/, 2013.01.08 
3
 
http://www.icinsights.com/news/bulletins/Semiconductor-RD-Spending-To-Hit-RecordHigh-534-Bil
lion-In-2012-/, 2013.01.08 
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さらにこのランキングの中で目立つのが、TSMC の躍進である。2009 年には 19 位だったが
2010 年度に 10 位にまで躍進し、さらに 2011 年はその 23%増となっている。今後の半導体量産
技術はインテル、TSMC、Samsung、IBM連合の 4極が中心になると考えられる。 
図表 2-17 にインテルと Global Foundries、TSMC の微細加工技術の導入時期の比較を示す。 
図表 2-17  ファブの導入時期比較 
 
出典：Tech On 2011 年 9 月 5 日の記事より筆者作成 
微細化に関してはこれまでインテルが先陣を切り、他の半導体製造ファウンダリーがこ
れを追走していた。インテルと TSMC を比較した場合、90/65/45~40nm 世代ではインテルが
先に量産を開始し、TSMC が約 1 年遅れで量産を開始している。しかし、こうした関係に変
化が生じるのが、32~28nm 世代である。インテルは 32nm 世代のマイクロプロセサの量産を
2009 年 Q4 に開始している。一方、TSMC は 28nm 世代の論理 LSI の量産を 2010 年 Q2 から
手掛ける。相変わらずインテルがが先行したものの、差を約半年に詰めることになる。し
かも、インテルの 32nm 世代に対して、TSMC は 28nm 世代と、1/2 世代ほど微細化を進め
ている 
 続く 22~20nm 世代では、TSMC が量産計画の詳細をインテルに先んじて明らかにした。
TSMC は 2010 年 4 月、22nm 世代を飛ばして 20nm 世代の論理 LSI の製造を 2012 年 Q3 か
ら始める計画を打ち出している。 
 しかし、ARM 陣営全体で見ると実は多くの課題を抱えている。GlobalFoundries が 28nm
プロセスチップの量産を開始したが、それまでは 28nm プロセスチップを製造できるファウ
ンダリーは TSMC1 社だけで、業界全体が供給不足に陥っている。さらに、コストや歩留ま
り率、材料科学など、プロセス技術の微細化を進める上でインテルより多くの課題を抱え
ていると言われている。一方でインテルは 22nm、14nm プロセス技術の開発、さらには 7nm
プロセス技術まで見据えた戦略までも用意している。そのため、もし ARM 陣営が今後、順
調にファブの立ち上げができなければ、インテルとの競争において大きな危機に直面する
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可能性が十分ある。 
3. ファブの比較 
 図表 2-18 にインテルの開発用ファブ、図表 2-19 に量産用ファブを示す。 
図表 2-18  インテルの開発用ファブ 
 
出典：Intel Global Manufacturing Facts4より筆者作成 
図表 2-19  インテルの量産用ファブ 
 
出典：Intel Global Manufacturing Facts4より筆者作成 
現在、9 つのウェハー用ファブが稼働中であり、そのうち 5 つが 22nm への移行を予定し
ている。さらに 2 つの 14nm のファブが建設中となっている。また、Fab 17 を除く全てのフ
ァブが 300mm ウェハーを採用している。 
 次に、TSMC の量産用ファブを図表 2-20 に示す。 
                                                        
4
 http://p.tl/gRnH, 2013.01.08 
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図表 2-20  TSMC の量産用ファブ 
 
出典：TSMC 2011 Q3 Installed Capacity より筆者作成 
 2011 年 Q3 の時点では 10 のウェハー用ファブが稼動しているが、300mm ウェハーを採用
しているのは Fab-14 と Wafer Tech の 2 つのみとなっている。 
 以上から、インテルと TSMC のファブを比較すると図表 2-21 のようになる。 
図表 2-21  インテルと TSMC のファブ比較 
 
出典：筆者作成 
 TSMCは量産開始している最先端ファブのプロセス技術については 28nmとインテルより
も進んでいるが、ウェハーサイズが 300mm に対応できるファブはインテルの 8 に対してわ
ずか 2 であり、450nm 対応ファブは 2012 年からの稼動予定となっている。次世代のファブ
に関してはインテルが 22nm を 5 つ立ち上げ予定となっているが、TSMC は 28nm が 3 つと
 20 
なるなど、22nm 世代以降での優位性構築に向けてインテルが準備を進めていることが窺え
る。 
4. 半導体製造に関するインテルの課題 
 インテルはこれまでに設備投資と研究開発費に多額の資金をつぎ込むことで、半導体プ
ロセスや半導体量産に関する技術的優位性を構築してきた。その優位性によって競争力の
高い製品を提供し、PC 市場におけ るシェアを維持・拡大させることで収益をあげてきた。
そしてさらに他社を上回る投資によって新たな優位性を構築するという正のスパイラルを
まわすことこそが、インテルを世界最大の半導体企業として発展させてきた一番の要因で
ある（図表 2-22 参照）。 
図表 2-22  投資回収サイクル 
 
出典：筆者作成 
しかし、ファブ建設費や研究開発費が増大しつつあること（図表 2-23、2-24 参照）、PC
市場がスマートフォンやタブレットの広まりによってこれまでの成長が維持できなくなっ
てきたことから、今後成長が期待できるスマートフォン・タブレットの両市場でシェア獲
得ができなければ、将来この正のスパイラルに翳りが見え始める可能性も十分ある。 
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図表 2-23  半導体工場の建設費用 図表 2-24  プロセス技術の研究開発費用 
  
出展：日経エレ 2009 年 3 月 30 日号、82-87 頁 出展：日経エレ 2009 年 3 月 30 日号、82-87 頁 
インテルは、依然として TSMC などの半導体製造ファウンダリに対して技術的優位性を
維持している。そして 2014 年以降で量産を予定している 14nm プロセスではその優位性を
さらに広げる可能性が十分ある。そのため、この優位性を活かしてスマートフォン・タブ
レットの両市場で十分なシェアを獲得し、今後のさらなる需要拡大を取り込むことこそが、
インテルが継続して成長するための最重要課題と考えられる。 
4節 スマートフォン向け OS 
1. スマートフォン向け OSのシェア予測 
図表 2-25 に 2012 年、2016 年のスマートフォン向け OS の世界市場シェア予測、そして図
表 2-26 に 2012 年から 2016 年の各 OS の年平均成長率を示す。 
図表 2-25  スマートフォン向け OS の世界シェア予測 
 
WP7: Windows Phone 7 WM: Windows Mobile 
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出典：Gartner5の発表より筆者作成 
図表 2-26  スマートフォン向け OS の年平均成長率（2012 年⇒2016 年） 
 
WP7: Windows Phone 7 WM: Windows Mobile 
出典：Gartner5の発表より筆者作成 
Android の世界シェアは 2012 年の 61%から 2016 年の 52.9%と若干落ちるものの、高いシ
ェアを維持し続けることが分かる。また特筆すべきは Windows Phone 7/Windows Mobile の
伸びである。2012 年ではわずか 5.2%ほどだが 4 年間で 19.2%にまで伸ばし、iOS を抜いて 2
位に躍進する。その間の年平均成長率も 46.2%と、他の OS を圧倒している。この理由とし
て、PC 向け Windows などで培ってきたセキュリティ技術が Windows Phone に活かされてい
ることで、法人向けの採用が伸びることが考えられる。 
2. インテルの Androidに関する取り組み 
2011 年 9 月、インテルとグーグルは Android の開発で提携することを発表。この提携の
もと、今後開発される Android は、他のアーキテクチャーに加えてインテルアーキテクチャ
ーもサポートし、Atom プロセッサ上で動作するように最適化されることとなった。 
そして 2012 年 4 月、世界初の Atom プロセッサ搭載の Android スマートフォンがインド
の端末メーカーの Lava から発売された。採用されたのは第 3 世代 Atom プロセッサの
Medfield（AtomZ2460）であり、32nm プロセスで製造されたものである。図表 2-27 は Lava
を含め、2012 年に発売された Medfield 搭載 Android スマートフォンである。 
                                                        
5
 http://www.gartner.com/it/page.jsp?id=1421013, 2013/01/08 
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図表 2-27  Medfield 搭載 Android スマートフォンの発売 
 
出典：筆者作成 
 このように Atom プロセッサ搭載のスマートフォンが 6 社から市場投入されたが、未だス
マートフォン向けプロセッサ市場における影響は微々たるものである。2012 年上半期にお
ける出荷数量ベースの世界シェアでインテルは初めてシェアを獲得したが、わずか 0.2%と
いう結果であった。 
3. インテルの Linux OS に関する取り組み 
インテルは 2007 年から Atom プロセッサ向け Linux OS の開発に取り組んでいる。これま
での経緯を図表 2-28 にまとめた。 
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図表 2-28  Linux OS に対するインテルの取り組み 
 
出典：筆者作成 
2007年７月に発表されたMoblinはインテル主導で開発を進めてきたオープンソースプロ
ジェクトであり、ネットブックやモバイル・インターネット・デバイス（MID）、車載イン
フォテインメントなどの組込機器を対象とした。起動を高速化するための「Fast Boot」と呼
ぶ仕組みや、画面が小さいデバイスに適したユーザー・インターフェースが主な特徴であ
った。2009 年 4 月には非営利団体の Linux Foundation へ運営が移管される。2010 年１月に
開催された CES では第 2 世代の Atom プロセッサである Moorestown 上に Moblin 2.1 を搭載
した端末として LG から GW990 が発表され大いに注目を集めるが、製品化にまでは至らな
かった。 
その後、2010 年 2 月の Mobile World Congress において、ノキアが主導してきた Maemo
プロジェクトと Moblin を統合する形で MeeGo を発表した。引き続き Linux Foundation が運
営・管理し、クロスアーキテクチャー、クロスデバイスのオープンソースソフトウェアプ
ラットフォームとして定義された。クロスアーキテクチャーであるためにプロセッサアー
キテクチャーを限定せず、インテルアーキテクチャーの Atom プロセッサや ARM のプロセ
ッサもサポートする。クロスデバイスであるので、スマートフォン、タブレット、ネット
ブック、スマート TV、車載情報機器用のプラットフォームとして提供される。 
2010 年の 7 月には Moorestown と MeeGo を組み合わせた MeeGo Handset を公開し、エコ
システムの拡大を進めている。 
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しかし 2011 年、ノキアはマイクロソフトと戦略的パートナーシップを締結することで合
意し、Window Phone OS への方針転換を行った。それに伴い、インテルとの提携を解消し、
MeeGo プロジェクトの存在が宙に浮いた格好になった。 
オープンソースプロジェクトを進めるには端末化を進めるパートナーが必要不可欠であ
り、インテルはその後、Samsung と急速と関係を深めていく。Samsung は Android をベース
としたスマートフォンである Galaxy シリーズを全世界で展開していたが、同時に Limo 
Foundation のメンバーとして SLP（Samsung Linux Platform）の開発を進めていた。Limo 
Foundationは 2006年にNECとパナソニックが合弁で設立した携帯電話向けソフトウェア会
社「エスティーモ」を前身とし、2007 年にモトローラ、NEC、NTT ドコモ、パナソニック
モバイルコミュニケーションズ、サムスン電子、ボーダフォンの 6 社が設立した非営利団
体である。Linux をベースに携帯電話向けソフトウェアプラットフォームを策定、推進して
いたが市場が携帯電話からスマートフォンに移行するに伴い、存在感を失いつつあった。 
そして 2011 年 9 月に MeeGo と Limo Foundation を統合させた Tizen が発表された。MeeGo
から Tizen への移行は HTML5 を中心とする Web 技術への移行を意味する。開発作業に関
してはインテルと Samsung がリードし、Limo Foundation に参加していた企業として、パナ
ソニック・モバイル、NEC カシオ、NTT ドコモ、SK テレコム、スペインのテレフォニカ、
英ボーダフォン、米ベライゾン・ワイヤレスなども協力する。 
4. Tizen の特徴 
(1) Web 技術のサポート 
Tizen は、HTML5 をベースとして、アプリケーション開発者向けにモバイルアプリケー
ションやサービスを対象とした開発環境を提供する。HTML5 は多様な機能や柔軟なクラス
プラットフォームを持ち、今後、スマートフォンや各種のクラウドサービスの核となる技
術として考えられている。 
Tizen では Web アプリケーション（HTML5、JavaScript、CSS）をサポートしており、ア
プリケーションフレームワークと共に、コンテンツ、位置情報、メッセージング、マルチ
メディア、ネットワーク、ソーシャルおよびシステムサービスなど、豊富な機能を提供す
る。 
Tizen Web UI フレームワークでは「jQuery Mobile」のサポートを拡大し、最適化されたウ
ィジェットによって Web アプリケーションの開発を容易にしている。また、Tizen Web API
では、新たにアラーム設定、メディアコンテンツへのアクセス、システム情報検索などの
機能が追加されている。 
(2) Tizen App ストア 
アプリ開発者向けのツールとして Tizen SDK（Software Dvelopment Kit）がすでに公開さ
れており、HTML5 や Web 関連の技術を使い、複数のデバイスセグメントやソフトウェアプ
 26 
ラットフォームで動作するアプリケーションを開発することができる。そして開発された
アプリケーションは、Tizen app ストア経由で配布することができる。Tizen app ストアはカ
スタマイズ可能なオンラインマーケットであり、Tizen の共通アプリケーションカタログと
して機能し、プロバイダーや OEM にサービスを提供するものである。 
5. Tizen の組織 
Tizen プロジェクトは Linux Foundation に所属し、図表 2-29 に示すように Tizen Association
と Tizen Technical Project によって管理されている。 
図表 2-29  Tizen Association と Tizen Technical Project における役割分担 
 
出典：Tizen Developer Conference 2011 のプレゼン資料6より 
Tizen Association は市場向けのサポートを提供し、Tizen の業界プレゼンスを積極的に確
立することに特化した業界コンソーシアムである。Linux Foundation と連携し、プラットフ
ォームの開発や普及に力を入れており、マーケティングやトレーニングイベントの開催、
さらには産業界からの要望を開発プロジェクトに提案するといった役割を担っている。元
Limo Foundation のメンバーとインテルが中心となって構成されたが、2012 年 2 月には中国
のスマートフォンメーカーである Huawei、そして 5 月には US のキャリアである Sprint が
新たにメンバーとして加わった。 
                                                        
6
 
http://download.tizen.org/misc/media/conference2012/tuesday/ballroom-a/Kiyohito-Nagata-keynote.
pdf, 2013.01.08 
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5節 スマートフォン向けプロセッサ 
1. スマートフォン向けプロセッサのトレンドと世界売上高推移 
スマートフォン向けプロセッサのトレンドとしては２つほど挙げられる。一つはアプリ
ケーションプロセッサとベースバンドプロセッサの統合、もう１つはマルチコア化による
高機能化である（図表 2-30 参照）。 
図表 2-30  スマートフォン向けプロセッサのトレンド 
 
AP：アプリケーションプロセッサ BP：ベースバンドプロセッサ 
出典：筆者作成 
次に、図表 2-31 にスマートフォン向けプロセッサの世界売上高とシェアの推移を示す。
ここではアプリケーションプロセッサ全体の売上高を示しており、ベースバンド統合型プ
ロセッサやマルチコアプロセッサなど、全てのタイプを含んでいる。 
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図表 2-31  スマートフォン向けプロセッサの世界売上高とシェアの推移 
 
出典：Strategy Analytics7より筆者作成 
スマートフォン向けプロセッサの世界売上高はスマートフォン市場の成長と共に年々伸
びており、2010 年 Q1 と比較して 2012 年 Q1 では 3 倍以上の売り上げを達成している。
Qualcommがマーケットリーダーの地位を確立し、それをSamsungが追い上げている一方で、
TI が急速にシェアを落としている様子がうかがえる。 
2. 統合型プロセッサについて 
スマートフォンに対する要求は高機能化、マルチメディア化の一途を辿っており、その
要求を満たすため、通信処理を行うベースバンドプロセッサだけではなく、アプリケーシ
ョン処理を専門に行うアプリケーションプロセッサを搭載する２チップ構成のものが標準
となっている（図表 2-32）。 
図表 2-32  スマートフォンの基本ブロック構成 
 
出典：NTT Docomo テクニカル・ジャーナル Vol. 14 No.18 
                                                        
7
 http://blogs.strategyanalytics.com/HCT/default.aspx?page=1, 2013.01.09 
8
 http://www.nttdocomo.co.jp/corporate/technology/rd/technical_journal/bn/vol14_1/007.html, 
2013.01.10 
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このように通信機能とアプリケーション機能が独立したハードウェア構成、すなわちス
タンドアロン型のアプリケーションプロセッサは、ソフトウェア開発の観点からは有利で
あるが、現在は統合型アプリケーションプロセッサへのシフトが加速している（図表 2-33
参照）。その理由として、まず１チップにすることで、両チップに重複して存在している機
能を統合することができ、チップ実装に必要となる全体の面積削減につながる。それによ
りスマートフォンへのさらなる高機能化、あるいはバッテリー容量を大きくして電池寿命
を長くすることなどが可能となる。また、単純に部材費の削減や、消費電力の削減にもつ
ながる。不利な点として、通信方式が固定されてしまうことが考えられるが、世界的に通
信方式が共通化されつつあること、１つのベースバンドプロセッサで複数の通信方式をサ
ポートできるようになってきたことでこれも解消されつつある。 
図表 2-33  スタンドアロン型と統合型の出荷台数比率 
 
出典：Strategy Analytics9より筆者作成 
以上のような傾向から、ベースバンド機能を持たないアプリケーションプロセッサでは
今後の市場競争で生き残っていくことができない。そのため、アプリケーションプロセッ
サを持つ企業が M&A によって無線技術を獲得する事例が相次いでおり（図表 2-34 参照）、
その中でインテルも 2010 年にインフィニオン・テクノロジーズのベースバンド技術を買収
で手に入れることとなった。 
                                                        
9
 http://blogs.strategyanalytics.com/HCT/default.aspx?page=1, 2013.01.09 
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図表 2-34  最近の無線技術の買収事例 
 
出典：筆者作成 
 また、2012 年 6 月に IP の開発を手掛ける InterDigital Communications が所有する、無線通
信分野の主要技術に関する約 1700 件の特許および特許出願を買収することに合意したと発
表している10。この特許買収により、インテルの無線通信市場における地位は強固なものと
なり、スマートフォン向けアプリケーションプロセッサの競争力をさらに高めるものと思
われる。 
3. マルチコアプロセッサについて 
スマートフォン向けプロセッサのもう一つのトレンドとして、マルチコア化が挙げられ
る。これまではプロセッサのクロック周波数を上げることで高性能化を図ってきたが、そ
れも発熱の問題等で限界を迎えており、現在はコアの数を増やすことによる高機能化が主
流となっている。 
スマートフォン向けとしては、2011年 1月に最初のデュアルコアの製品がリリースされ、
2012 年 4 月にはクアッドコア製品がリリースされている（図表 2-35）。クアッドコア採用の
スマートフォンとしては図表 2-36 に示すようなすでに複数製品がリリースされており、
NVIDIA の Tegra3 や Qualcomm の Snapdragon が採用されている。2010 年にはほぼ 0%であ
ったマルチコアの割合は 2011 年には 17%にまで拡大しており、今後もこのマルチコア化の
傾向は続くと考えられる。 
                                                        
10
 http://eetimes.jp/ee/articles/1206/22/news044.html, 2013.01.09 
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図表 2-35  スマートフォン向けプロセッサのマルチコア化へのトレンド 
 
出典：筆者作成 
図表 2-36  2012 年に発売されたクアッドコア採用スマートフォン 
 
出典：筆者作成 
図表 2-37 に 2011 年 Q3 におけるスマートフォン向けマルチコアアプリケーションプロセ
ッサの世界出荷台数シェアを示す。マルチコアに関しては Samsung が圧倒的に優位な地位
を築いており、2 位以下の Qualcomm、TI、NVIDIA などを大きく引き離している。 
図表 2-37  スマートフォン向けマルチコア AP の世界出荷台数シェア（2011 年 Q3） 
 
出典：Strategy Analytics11より筆者作成 
                                                        
11
 http://blogs.strategyanalytics.com/HCT/default.aspx?page=1, 2013.01.08 
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なお、マルチコアで且つベースバンドプロセッサを統合したアプリケーションプロセッ
サはまだ市場には多く出荷されておらず、2011 年の Q3 に出荷されたマルチコアアプリケー
ションプロセッサのうち、約 10%が統合型となっている。しかし、アプリケーションプロ
セッサ市場において競争上優位な立場を築くには、このマルチコア且つ統合型のプロセッ
サの提供は必須であり、これからの大きなトレンドになると思われる。 
4. インテルのスマートフォン向けプロセッサに対する取り組み 
図表 2-38 にインテルのスマートフォン向けプロセッサに対するこれまでの取り組みにつ
いて示す。 
図表 2-38  インテルのスマートフォン向けプロセッサに対する取り組み 
 
出典：筆者作成 
インテルは 1997 年に DEC（Digital Equipment Corporation）から半導体部門を買収し、ARM
ベースのプロセッサである Strong ARM の技術を獲得する。そしてその技術をベースに 2000
年、携帯端末向けプロセッサ XScale を発表。XScale は PDA やスマートフォンに採用され、
OS は Windows Mobile や Palm OS などが主流であった。しかし当時はまだ通話中心の携帯
電話の利用が大半で、魅力的なアプリケーションなどもなく、通信環境が十分整備されて
いなかったことから、大きなビジネスには成長しなかった。 
その後、インテルは 2006 年に XScale およびその周辺チップ事業を Marvell に売却する。
その理由としては、XScale は ARM アーキテクチャーを採用しており、アーキテクチャーラ
イセンスを ARM に支払わなければならなかったこと、そしてインテルが持つインテルアー
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キテクチャーの技術、あるいは半導体プロセス技術の進歩により、十分携帯端末でも使え
るようなプロセッサの提供が見込まれたことなどが挙げられる。 
XScale 事業部の売却から 2 年後の 2008 年、インテルは携帯端末用プロセッサとして Atom
を発表。図表 2-39 に Atom プロセッサコアのロードマップ、図表 2-40 に Atom プロセッサ
のロードマップを示す。 
図表 2-39  Atom プロセッサコアのロードマップ 
 
出典：Intel Investor Meeting 2011 
図表 2-40  Atom プロセッサのロードマップ（Medfield まで） 
 
出典：Intel Investor Meeting 
45nm 世代のプロセス技術によるプロセッサコアの Bonnel を採用した第 1 世代の Atom プ
ロセッサとして 2008 年に Menlow が発表される。しかし ARM と比べて消費電力の点で劣
っており、スマートフォンへは採用されず、ウルトラモバイル PC と呼ばれる小型の PC へ
の採用に留まった。 
2009 年 1月にラスベガスで開催された CES では LG と開発を進めてきたMoorestown ベー
スのスマートフォンの試作品が展示される。Moorestown は Menlow と同じく Bonnel コアを
採用した第 2 世代の Atom プロセッサである。しかし LG との提携では最終的に製品化まで
至らなかった。 
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そして同年、今度はノキアとの提携を発表する。ノキアとは包括的な提携であり、新し
い LinuxベースのOSである MeeGoを共同開発していくことで合意する。さらに、Wind River
の買収も発表し、インテルが今後、Windows だけでなく Linux にも力を入れていくことを内
外にアピールすることとなった。 
翌年、インテルは Si Hive の ISP（Image Signal Processing）の技術、マカフィーのセキュ
リティ技術、さらにインフィニオンのベースバンドの技術を買収によって手に入れ、スマ
ートフォン市場への参入に向けて着実に準備を進めていることを示す。 
しかし 2011 年、ノキアはマイクロソフトと戦略的パートナーシップを締結し、Windows 
Phone を主要スマートフォンプラットフォームとして利用することを発表。それに伴い、イ
ンテルとの提携は解消となった。 
MeeGo でのスマートフォンリリースは実現しなかったものの、Android に関しては着実に
パートナーとの提携と製品開発を進め、2012 年 4 月にようやく Medfield 搭載の Android ス
マートフォンがインド市場において発売開始となった。XScale 事業を売却してから 6 年を
経て、ようやく IA によるプロセッサでスマートフォン市場への参入を果たしたことになる。 
図表 2-41 に Medfield 以降のインテルのスマートフォン向けプロセッサのロードマップを
示す。 
図表 2-41  スマートフォン向け Atom プロセッサのロードマップ（Medfield 以降） 
 
出典：Intel Investor Meeting 2012 
このロードマップによると、Z2580 という製品が計画されており、Z2460 の 2 倍の処理能
力を実現することからデュアルコア製品だと考えられる。Atom プロセッサではハイパース
レッディングの技術をサポートしていることから、一つのコアで実質２倍のパフォーマン
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スを引き出すことができる。つまり、デュアルコア製品が ARM のクアッドコア製品と同等
と考えることができる。 
また、インテルの LTE コントローラになる XMM7160 と組み合わせて、LTE/3G/2G など、
複数のモードの無線に対応する機能などが追加される。Z2460 と Z2580 はいずれもハイエン
ドを狙った製品になるが、ローエンド向けの製品として Z2000 が投入される予定になって
いる。Z2000 向けには XMM6265 という HSPA+に対応した無線コントローラとの組み合わ
せで提供され、低価格のスマートフォンを製造することを可能にしている。 
Z2580 は 2012 年後半にサンプル出荷が開始され、2013 年の前半に搭載されたスマートフ
ォンが端末メーカーから提供されるとしている。 
図表 2-42 にスマートフォン向け Atom プロセッサのプラットフォームラインナップを示
す。 
図表 2-42  スマートフォン向け Atom プロセッサのプラットフォームラインナップ 
 
出典：週間アスキーPLUS12より筆者作成 
5. スマートフォン向けプロセッサの競合比較 
図表 2-43、図表 2-44 はそれぞれ、2012 年上半期におけるアプリケーションプロセッサと
ベースバンドプロセッサの世界出荷台数シェアである。 
                                                        
12
 http://weekly.ascii.jp/elem/000/000/107/107466/, 2013.01.08 
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図表 2-43  アプリケーションプロセッサの世界出荷台数シェア（2012 年上半期） 
 
出典：EE Times Design13より筆者作成 
図表 2-44  ベースバンドプロセッサの世界出荷台数シェア（2012 年上半期） 
 
出典：EE Times Design11より筆者作成 
第 3 世代 Atom プロセッサの Medfield を採用スマートフォンが 2012 年 5 月に発売開始に
なったことで、2012 年上半期のアプリケーションプロセッサの世界出荷台数シェアにおい
て、0.2%というごくわずかではあるものの、初めてインテルがシェア獲得したことが示さ
れた。 
ベースバンドプロセッサの世界出荷台数シェアにおいては、インフィニオンの携帯電話
用半導体事業の買収により、シェア 2 位を獲得している。 
以上を踏まえ、スマートフォン向けプロセッサベンダーの競合比較を図表 2-45 にまとめ
た。競合相手としては、スマートフォン向けプロセッサを提供し、シェアを獲得して市場
                                                        
13
 http://p.tl/WjHz, 2013.01.08 
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からも十分認知されているか、あるいは今後シェアを大きく拡大する可能性のあるプロセ
ッサベンダー8 社を選び、インテルを含めた全 9 社で比較を行っている。 
図表 2-45  スマートフォン向けプロセッサベンダー9 社のシェア・技術力比較 
 
◎：市場をリードする技術力を持ち、トップシェア、あるいはトップを争う位置に付く 
○：技術はあるが、シェア争いは 2 番手、あるいはそれ以降 
△：技術はあるが、シェア獲得に苦戦（世界シェア 5%未満） 
×：現時点では技術そのものを持たない（製品リリースに至っていない） 
出典：筆者作成 
次に、図表 2-46 にこの 9 社の 2011~2012 年会計年度の売上高、営業利益率比較を示す。
Qualcomm はプロセッサ事業とライセンス事業の合計、Samsung に関しては半導体事業部の
みのデータ、インテルはサーバ、PC 以外のインテルアーキテクチャー製品で比較している。 
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図表 2-46  スマートフォン向けプロセッサベンダー9 社の売上高／営業利益率比較 
 
出典：筆者作成 
最後に、スマートフォン向けプロセッサベンダー9 社のポジショニング比較を図表 2-47
に示す。 
図表 2-47  スマートフォン向けプロセッサベンダー9 社のポジショニング比較 
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出典：筆者作成 
6. スマートフォン向けプロセッサのまとめ 
 スマートフォン向けプロセッサ市場では ARM アーキテクチャーを採用するプロセッサ
によって独占状態となっている。インテルは IA を採用する Atom プロセッサによってその
市場への参入を目指してきた。インフィニオンの携帯電話用半導体事業を買収したことで
ベースバンド技術を手に入れ、統合型プロセッサの提供に向けて準備を進めている。さら
にハイパースレディングとマルチプロセッサの技術を組み合わせることで、クアッドコア
相当のプロセッサの提供も予定されている。つまり技術的にはすでにスマートフォン向け
プロセッサ市場における競合他社に十分追いついていると考えられる。 
しかし、ARM との競争において明確な差別化ができているわけではない。14nm プロセ
スでの製品提供が可能になる 2014 年以降で ARM 陣営よりも有利に立てる可能性はあるも
のの、プロセッサ単体だと競争上優位に立つための戦略が構築できていないのが実情であ
る。 
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3章 先行研究の検討 
1節 プラットフォームリーダーに関する先行研究 
プラットフォームリーダーに関する先行研究として、シェイピング戦略、キーストーン
戦略、４つのレバー、Coring & Tipping の４つを取り上げる。図表 3-1 にそのまとめを示す。 
図表 3-1 プラットフォームリーダーに関する先行研究 
 
出典：根来・橋本、2011 の図を一部修正 
シェイピング戦略とキーストーン戦略はエコシステム全体の発展に主眼をおいたもの、
そして４つのレバー論とCoring & Tippingはプラットフォームリーダーによる囲い込みを意
識したものとなっている。 
1. シェイピング戦略 
 ヘーゲル・ブラウン・デビソン[2009]は、自身も他の参加者も利益が得られる新しいビジ
ネスエコシステムを創造するため、技術的な変化を利用するシェイピング戦略を定義して
いる。成功に導くためにはクリティカル・マスを超える参加者が必要であり、そのための
要素として以下を挙げている。 
(1) シェイピング・ビュー（展望）：他社を動かすための理念 
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(2) シェイピング・プラットフォーム：必要な投資や労力を抑えるための共通基盤 
(3) シェイピング企業の行動と資産：｢シェイピング企業となる企業は真剣であり、その初
志を貫徹する」と他社に納得させるための行動と資産 
 
 シェイピング企業は、これら 3 つの要素によってクリティカル・マスの参加者を魅了し、
すばやく集めることができる。同時に力強いネットワーク効果を発揮するため、シェイピ
ング企業は後には引けなくなる。社内外にシェイピング・ビューを広め、信頼性の高いシ
ェイピング・プラットフォームを築くことができ、多数の参加企業の足並みを揃えられる
だけのリーダーシップを持つ企業のみが成功するとしている。 
図表 3-2 のシェイピング戦略の概要を示す。 
図表 3-2 シェイピング戦略の概要 
 
出典：ヘーゲル・ブラウン・デビソン、2009、73 頁 
2. キーストーン戦略 
イアンシティ・レビーン[2004]は、ビジネス生態系と自然界の生態系に見られるアナロジ
ーを用いて、その中心的な概念を浮き彫りにしたものをキーストーン戦略と定義している。
ネットワークの要を占め、全体の健全性を頤使する働きをする｢キーストーン種｣が存在し、
健全な生態系には繁栄が、不健全な生態系には衰退が訪れる。ビジネス生態系の健全性を
測る指標を図表 6-3 にまとめる。 
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図表 3-3 ビジネス生態系の健全性を測る 3 つの指標 
 
出典：イアンシティ・レビーン[2004]より筆者作成 
キーストーン企業は、ビジネス生態系全体の健全性向上を目標とし、安定的且つ標準的
なプラットフォームを共有財産として提供し、ネットワーク参加者を互いに結びつけ、ビ
ジネス生態系の生産性を向上させるものとして定義。図表 3-4 に示すように、各企業の経営
環境によってそれぞれふさわしい戦略があり、キーストーン戦略は他社と資産を共有する
ような複雑なネットワーク内に属し、かつ環境も不安定な場合に適している。 
図表 3-4 環境にふさわしい戦略 
 
出典：イアンシティ・レビーン、2004、77 頁 
 キーストーン戦略のステップは以下のとおりである。 
(1) ビジネス生態系において効果的に価値を創造 
生態系内の他社にソリューションを与え、共有財産となるようなサービスやツール、技
術を創出するプラットフォームを構築 
(2) 創出した価値をビジネス生態系内の他社と共有 
・ビジネス生態系への参加企業を増やし、かつ流出を防ぐ 
・価値創出のほとんどを生態系内の他社に任せる 
・キーストーン企業自らの生存のカギは自らの手で獲得 
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(3) プラットフォームの価値向上 
・参加企業が増加するにつれて、プラットフォームの価値を着実に向上させる 
 ・価値の創出、維持、共有にかかる正の費用対効果を上げる必要あり 
3. 4つのレバー論と 5 つめのレバー 
ガワー・クスマノ[2005]によると、プラットフォームの発展・維持のためにプラットフォ
ーム・リーダーがコントロールすべき要素として、4 つのレバーを定義している（図表 3-5
参照）。 
図表 3-5 プラットフォームの維持・発展のためにコントロールすべき 4 つの要素 
 
出典：ガワー・クスマノ[2005]より筆者作成 
また、根来・加藤 [2006]によると、上記の４つのレバーに加え、5 つめのレバーとして『収
益モデル』を追加している（図表 3-6 参照）。 
図表 3-6 5 つめのレバーについて 
 
出典：根来・加藤、2006、18 頁 
 44 
4. Coring &Tipping 
 ガワー・クスマノ[2007]によると、プラットフォームリーダーになるにはプラットフォー
ム戦略の技術・ビジネス両面の問題に取り組まなければならない。その戦略オプションを
図表 3-7 にまとめる。 
図表 3-7 プラットフォームリーダーになるための戦略オプション 
 
出典：筆者作成 
2節 プラットフォーム戦略に関する先行研究 
プラットフォーム戦略に関して、以下 3 つの先行研究が挙げられる。 
 『ツーサイドプラットフォーム戦略』 
 『成長戦略としてのプラットフォーム連携』 
 『ソフトウェア製品における WTA のメカニズムと対抗戦略』 
1. ツーサイドプラットフォーム戦略 
 アイゼンマン[2006]によると、｢サイド間ネットワーク効果｣とは、｢ネットワーク効果｣、
あるいは｢ネットワーク外部性｣と呼ばれる現象の一つであり、異なるグループのメンバー
がプラットフォームの利用を通じて相互作用する現象である。 
 プラットフォームのサイド間ネットワーク効果の 5 つの改善策を図表 3-8 にまとめる。 
 45 
図表 3-8 プラットフォームのサイド間ネットワーク効果の改善策 
 
出典：筆者作成 
2. 成長戦略としてのプラットフォーム連携 
根来・伊藤[2010]は、プラットフォーム間連携によって一方のプラットフォームに参加す
るプレイヤーがもう一方のプラットフォームに誘導されるという｢プレイヤー誘導｣につい
て考察を行っている。サイド間ネットワーク効果シナジーを生み出すプレイヤー誘導を、
図表 3-9 に示す。 
図表 3-9 サイド間ネットワーク効果シナジーを生み出す 4 つのプレイヤー誘導 
 
出典：根来・伊藤、2010、16 頁 
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 プレイヤー誘導を促進するための方策として、｢機能連携コントロール｣と｢収益連携コン
トロール｣の 2 つについて論じられている。 
｢機能連携コントロール｣とは、利用者または補完者が二つのプラットフォームをそれぞ
れ個別に利用する場合と比較してより利便性を向上させることを目的に、双方のプラット
フォーム事業者が協調したり取り組みを行うことである。 
｢収益連携コントロール｣とは、二つプラットフォーム事業者がそれぞれ個別にビジネス
を展開する場合と比較して、より収益性を向上させることを目的に、双方のプラットフォ
ーム事業者が協調した取り組みを行うことである。 
3. ソフトウェア製品における WTAのメカニズムと対抗戦略 
根来・加藤 [2010]によると、WTA の要因として以下の 7 つが挙げられる。 
(1) 収益モデルの確率 
(2) 先発性 
(3) ネットワーク効果（サイド内ならびにサイド間ネットワーク効果） 
(4) 競争の効果・収穫逓増 
(5) 隔離されたニッチ市場の数と大きさ 
(6) マルチホーミングのコストとメリット 
(7) 製品シナジーの利用 
 
これら WTA の要因に対して、WTA の進行を抑制したり、逆転したりする対抗戦略が存
在しえる。 
(1) Profit Model Destruction=収益モデルの破壊 
後発企業が、先発企業の収益モデルを破壊することで、先発企業の WTA 状況に対抗しよ
うとする戦略。 
(2) Platform Envelopment=プラットフォーム包囲 
後発企業が、先発企業のサイド間ネットワーク効果を抑制するための戦略。上位、下位
それぞれの階層の製品による｢包み込み｣がある。 
(3) Platform Bridging=プラットフォーム間橋渡し 
｢クロス｣プラットフォーム製品・サービスを投入しそれまで繋がりのなかったプラット
フォーム間を隣接階層を利用して橋渡しすることで、ユーザーのマルチホーミングコスト
を下げる（あるいはゼロにする）戦略。 
(4) Platform Compatibility=プラットフォーム互換 
 先発企業のプラットフォームのコンテンツやアプリケーションなどをそのまま使えるよ
うにする戦略。 
(5) Platform Alliance=プラットフォーム連携 
 越境連携と水平連携の 2 種類が存在する。越境連携は、WTA 企業の製品バンドルに対抗
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するために、別のネットワーク効果を持つ他のプラットフォームの顧客基盤や補完業者基
盤を利用する戦略。水平連携は、同じ機能を持つプラットフォームが連携して、顧客基盤
や補完業者基盤を共有する。 
 この WTA 要因と対抗戦略との関係を図示したものが図表 3-10 になる。 
図表 3-10  PF 製品の WTA 形成メカニズムと対抗戦略 
 
出典：根来・加藤、2010、88 頁 
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4章 研究の枠組みと方法 
1節 研究の枠組みと仮説モデルの設定 
 本研究では、ARM プロセッサによって寡占状態となっているスマートフォン向けプロセ
ッサ市場において、後発であるインテルが Tizen をレバレッジとして Atom プロセッサのシ
ェア拡大を実現させるための戦略を、Tizen 超プラットフォーム戦略として定義する。”超”
が持つ意味合いとしては 2 つある。まず、「超える」、「超えて行く」という意味から、Tizen
を超えて他のプラットフォームとの連携により差別化を実現する戦略。そして「何らかを
超越する概念」という意味から、これまでのプラットフォーム戦略を超越した戦略という
意味をを持ち合わせる14。 
以下、Tizen 超プラットフォーム戦略として 3 つの仮説を導出する。 
(1) 第１の仮説導出 
スマートフォン向けプロセッサ市場は競合するプロセッサベンダーが多く、競争が激化
している。また、リーダー、チャレンジャー、ニッチャートなるベンダーがそれぞれ存在
するため、インテルにとっては明確な戦略を打ち出すことが困難となっている。つまり、
この市場での競争はレッドオーシャンにおける競争であり、競合他社を打ち負かさなけれ
ば繁栄できず、コスト競争に巻き込まれる可能性が極めて高いといえる。そのため、イン
テルが取るべき戦略として、ブルーオーシャンの開拓、すなわち「新事業領域の創出」を
第 1 の仮説とする。これにより、既存のスマートフォンにはない新しい価値を持つ次世代
の端末を生み出し、競合他社が参入する前に先行者利益を獲得し、簡単には追いつけない
ような優位性構築を目指す。 
(2) 第２の仮説導出 
 スマートフォン向けプロセッサベンダー各社は無線技術の買収などにより、アプリケー
ションプロセッサとベースバンドプロセッサの統合型プロセッサの提供が可能になりつつ
ある。さらに各社ともマルチコア化への対応も進めており、ほぼどのベンダーでも提供可
能な状況にある。そのため、プロセッサ製品単体での差別化要因は非常に限られていると
いうのが現状である。 
 そこでインテルとしては、Android を共通 OS とするプロセッサ単体での競争に参入する
のではなく、Tizen という新しい OS を Atom プロセッサに最適化させることでトータルソ
リューションでの差別化を実現させるべきと考える。そこで、プラットフォームでの競争
                                                        
14
 http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%B6%85, 2013.01.09 
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に移行し、プラットフォーム包囲、プラットフォーム間橋渡し、そしてプラットフォーム
連携などを適用した「プラットフォーム戦略の構築」を第 2 の仮設とする。（図表 4-1 参照）。 
図表 4-1 プラットフォーム戦略構築の必要性 
 
出典：筆者作成 
(3) 第３の仮説導出 
iPhone、Android では共にサービス提供の自由がない。また、Android では、最新の OS バ
ージョンによる端末開発の自由がない。さらに、iPhone ではアプリをアプリ配信サービス
への登録が事前審査となっており、その審査は非常に厳しいものとなっている。これらの
さまざまな制約から、通信事業者、端末メーカー、アプリ開発者などの補完業者はスマー
トフォン市場においてオープンなプラットフォームを望んでいる。 
 Tizen が今後スマートフォン市場に参入し、シェアを拡大するにはこれら補完業者の参入
や協力が欠かせない。iPhone や Android の補完業者が Tizen に参入そのため、Tizen のプラ
ットフォームリーダーであるインテルとしては、補完業者にとっての価値を大幅に高める
ようなプラットフォームの構築が重要である。そこで、「オープンエコシステムの構築」を
第 3 の仮説とする（図表 4-2 参照）。 
図表 4-2 オープンエコシステム構築の必要性 
 
出典：筆者作成 
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(4) 包括的プラットフォームについて 
 Tizen 超プラットフォーム戦略を具体化する上で、以下の概念を導入する。 
同じ OS を採用する複数のプラットフォームの集合体を包括的プラットフォーム
（Comprehensive Platform、以下 C-PF）と定義。C-PF としては同じ OS を複数のデバイスを
内包しており、同じアプリがどのデバイス上でも同じ動作をすることを想定している。デ
バイス間連携は無線通信による直接連携とクラウド経由の間接連携の両方を含む。 
図表 4-3 に C-PF の概念図を示す。 
図表 4-3 C-PF の概念図 
 
出典：筆者作成 
(5) 研究の枠組み 
Tizen 超プラットフォーム戦略として 3 つの理論的仮説を導出を行った。それを研究の枠
組みとして図表 4-4 に示す。 
図表 4-4 研究の枠組み 
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出典：筆者作成 
2節 研究の方法 
1. 理論的仮説の生成 
現状と課題の分析、そしてプラットフォームリーダーやプラットフォーム戦略に関する
先行研究から Tizen 超プラットフォーム戦略の仮説モデルを生成する。 
2. 逆転の事例分析 
寡占状態にある市場に後発で参入し、シェアトップになることができた事例として、ブ
ラウザの IE と Chrome、そして Android スマートフォンの３つを取り上げる。それぞれ事例
で見られるプラットフォーム連携を分析し、逆転を実現させた要因を、①従来価値の向上、
②新たな価値の創出、③内的要因、④外的要因の 4 点でまとめる。その上で、Tizen に適用
した場合に考えられるプラットフォーム戦略の基本要素を抽出する。 
3. プラットフォームリーダー競合分析 
スマートフォン市場における Tizen の競合として iPhone と Android に的を絞り、そのプラ
ットフォームリーダーであるアップル、グーグルとの比較分析を、ギャワー・クスマノに
よって提唱された『4 つのレバー』、そしてそれに根来・加藤によって提唱された 5 つめの
レバ 『ー収益モデル』を加え、『5 つのレバー』のフレームワークを使って行う。そこから、
iPhone、Android の２つのプラットフォームの問題点や Tizen の有利な点を洗い出し、仮説
モデルの具体化を行う。 
4. 実践的仮説としての戦略構築 
分析結果に基づいて理論的仮説から実践的なプラットフォーム戦略を構築し、シェア拡大まで
のプロセスを提案する。 
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5章 逆転の事例分析 
逆転の事例分析では、寡占状態にある市場に後発で参入し、シェアトップになることが
できた事例として、ブラウザの IE と Chrome、そして Android スマートフォンの 3 つを取り
上げる。それぞれ要因を、①従来価値の向上、②新たな価値の創出、③内的要因、④外的
要因のフレームワークで分析し、Tizen 超プラットフォーム戦略としての基本要素を抽出す
る。 
1節 Internet Explorer の事例 
1. Web ブラウザの市場シェア推移（1994 年~1999 年） 
図表 5-1 に 1994 年 12 月から 1999 年 12 月までの Netscape Navigator（以下 NN）と Internet 
Explorer（以下、IE）の市場シェア推移を示す。 
図表 5-1 ブラウザの市場シェア推移（1994 年~1999 年） 
 
出典：根来・釜池・清水、2011、50 頁 
NN は 1994 年 12 月に、非営利ブラウザ Mozaic の後継、そして初の商用ブラウザとして
リリースされる。リリース直後から市場シェアを拡大し、一時は 90%を超えるシェアを獲
得。販売元の Netscape 社は設立（1994 年 4 月）の 4 年後には 5 億ドルの収益をあげるまで
成長し、「市場最も急成長したソフト（ウェア）企業」（Cusumano and Yoffie, 1998, 邦訳 14
頁）といわれるほど成功した。 
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一方、IE はマイクロソフトにより、NN の対抗製品として 1995 年 6 月にリリースされる。
ウィンドウズ 95 に無料で抱き合わせ販売し、ウィンドウズ 95 のライセンスと引き換えに、
この抱き合わせ販売を認めさせる。そしてネットスケープとのブラウザ戦争を経て、シェ
アトップを奪い、最盛期には市場シェア 95%を獲得した。 
IE が NN による寡占状態であったブラウザ市場に後発で参入し、シェアトップに立つこ
とができた要因について、根来・釜池・清水 [2011]（46-51 頁）によると、以下のとおりで
ある。 
2. ネットスケープのビジネスモデル 
 ネットスケープはクライアントとサーバの両側に製品提供を行った。代金を支払う用意
があるユーザには顧客サポートつきで機能制限なしのバージョンのブラウザを有償で販売。
しかし、基本的にはブラウザの機能制限版を無償配布してブラウザの利用者の増加を目指
し、コンテンツ提供者に対しては Web サーバ製品を有償で販売するというビジネスモデル
だった（図表 5-2 参照）。 
3. マイクロソフトのビジネスモデルと戦略の変遷 
 1995 年 8 月の IE リリース当初は、クライアント側のブラウザのみを提供していた。当時
マイクロソフトはクライアント OS（Windows）においてシェア 9 割を獲得していた。そこ
でその圧倒的な支配力を利用し、隣接階層製品であるブラウザを OS へ無償でバンドルする
戦略を取る（図表 5-3 参照）。しかし、パラレルプラットフォームの両製品（クライアント
と Web サーバ用）を提供するネットスケープには対抗できなかった。 
1996 年 2 月から Web サーバ製品 IIS（Internet Information Service）をリリースし、サーバ
OS（Windows NT）とのバンドルによる提供を始める。それにより、有償でサーバ製品を提
供するネットスケープの収益モデルを破壊することになり、一気にシェア拡大が進むこと
となった。 
図表 5-2 ネットスケープのビジネスモデル 図表 5-3 マイクロソフトのビジネスモデル 
  
出展：筆者作成 出展：筆者作成 
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4. まとめ：IEの躍進を可能にした理由 
IE の躍進を可能にした理由をフレームワークを使ってまとめると、図表 5-4 のようにな
る。 
図表 5-4 IE の躍進を可能にした理由 
(1)  従来価値の向上 
 レンダリングエンジンの表示を高速化 
 ブラウザの起動時間を短縮 
(2)  新たな価値の創出 
 OSとのバンドルによるWebサーバ製品の無償提供（コンテンツ提供
者にとっての価値） 
(3)  内的要因  PC（クライアント）とサーバ分野におけるWindowsの圧倒的なシェア 
(4)  
外的要因 
 ブラウザ市場の拡大 
 NN 製品は標準準拠に遅れ、レンダリングエンジンの不具合が多く、
IEの独自機能を使っていないページの表示に問題あり 
出典：筆者作成 
2節 Chromeの事例 
1. Web ブラウザの市場シェア推移（2008 年~2012 年） 
図表5-5に2008年7月から2012年9月までのブラウザトップ5の市場シェア推移を示す。 
図表 5-5 ブラウザトップ 5 の市場シェア推移（2008 年~2012 年） 
 
出典：Stat Counter15より筆者作成 
                                                        
15
 http://gs.statcounter.com/#browser-ww-monthly-200807-201209, 2012.01.13 
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Internet Explorer（以下、IE）は 1999 年以降、約 13 年に渡り世界トップのブラウザとして
君臨し続けた。グーグルが Chrome の提供を開始した 2008 年 9 月には世界シェア 60%後半
と、寡占状態となっている。しかしそれから Chrome のシェアが伸び続け、わずか 4 年足ら
ずで IE から世界トップの地位を奪い取った。Chrome が IE からシェアトップを奪うことが
できた要因について、以下に分析する。 
2. IEと Chrome の概要比較 
図表 5-6 に IE と Chrome の概要比較を示す。 
図表 5-6 IE と Chrome の比較 
 
出典：日経パソコン 2012.7.9、63 頁 
Web サイトの多くは推奨ブラウザとして IE を挙げており、IE でなければ正しく動作しな
いという Web サービスもある。反面、Windows 以外の OS への対応はなく、機能面で Chrome
に見劣りするところがある。 
一方、Chrome には IE にない大きな利点がある。豊富な「拡張機能（アドオン）」と「同
期機能」だ。 
同期機能とは、自分が使う複数のパソコンで、ブックマークや履歴、開いているタブな
どの情報を共有するものである。デスクトップとノート、あるいは自宅と職場など、複数
のパソコンを使い分ける人に便利な機能だ。 
さらに、スマートフォンとも同期できる。家で見た情報の続きを、外出先の空いた時間
にスマートフォンで見たり、スマートフォンで調べ始めた情報を、パソコンの広い画面で
ゆっくり閲覧したりできる。また、パスワードや履歴、開いているタブ、各種設定、拡張
機能なども同期できる（図表 5-7 参照）。 
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図表 5-7 Chrome によるデバイス間連携 
 
出典：日経パソコン 2012.7.9、63 頁 
また、拡張機能を利用すれば、マウスジェスチャーで操作できるようにしたり、Web メ
ールの各種サービスにすばやくアクセスできるようにしたりできるなど、さまざまな機能
を Web ブラウザに追加できる。 
Chrome Web Store（図表 5-8 参照）にはブラウザの拡張機能が充実しており、2011 年 1 月
時点で 11,000 件以上が公開されている。さらにメーカーだけでなく、一般の開発者も拡張
機能を作成して公開できる仕組みができあがっており、今なお増加し続けている。 
図表 5-8 Chrome Web Store 
 
出典：Chrome Web Store16 
                                                        
16
 https://chrome.google.com/webstore/category/home?utm_source=chrome-ntp-icon, 2013.01.10 
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3. 検索エンジンからの顧客誘導（内的要因） 
Chrome が IE の世界シェアを逆転できた理由としていくつか挙げられるが、検索エンジン
からの顧客誘導が最も影響が大きかったと考えられる。 
図表 5-9 にサーチエンジントップ 5 の 2008 年 7 月から 2012 年 7 月までの世界シェア推移
を示す。 
図表 5-9 サーチエンジントップ 5 の世界シェア推移 
 
 
出典：StatCounter17 
これを見て明らかなように、グーグルの検索エンジンは圧倒的なシェアを誇り、90%前後
を維持し続けている。サーチエンジンを使うにはブラウザが必要となるため、グーグルは
自社ブラウザの顧客になり得る世界中のインターネットユーザーにリーチする手段を持っ
ていることになる。 
具体的には、インターネットユーザーが Chrome 以外のブラウザでグーグルの検索エンジ
ンにアクセスすると、「インターネットをもっと快適に。Google Chrome をインストールし
よう」というメッセージを出す（図表 5-10 参照）。つまり、競合他社製品上で、自社製品の
宣伝を非常に効率よく、低コストで行うことができる。グーグルは検索エンジンという圧
倒的な影響力を持つツールを利用することで、Chrome への顧客誘導に大きな成果を出して
いると考えられる。 
                                                        
17
 http://gs.statcounter.com/#browser-ww-monthly-200807-201210, 2013.01.08 
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図表 5-10  検索エンジンからの顧客誘導（IE 上での Chrome の広告） 
 
出典：筆者作成 
4. マイクロソフトの反トラスト訴訟（外的要因） 
マイクロソフトは 1998 年、米司法省から反トラスト法違法の疑いで提訴される。その経
緯を図表 5-11 に示す。 
図表 5-11  マイクロソフトの反トラスト訴訟の経緯 
 
出典：『Microsoft 対 司法省』18より筆者作成 
裁判の主な争点は、マイクロソフトが OS 市場における独占的な地位を利用してメーカー
に圧力をかけ、Netscape の排除を試みたかどうかであった。裁判はほぼマイクロソフトの全
面勝利だったが是正措置命令を受け入れ、5 年間に渡り監視される。2008 年 1 月に 2 年間
の延長、さらに 2009 年に 18 ヶ月延長され、ついに 2011 年 5 月に監視期間が終了する。訴
訟以来、マイクロソフトは慎重になりこそすれ、挑戦的になることはなくなったと言われ
る。この訴訟の影響もあり、マイクロソフトは IE の市場シェア獲得に表だった行動を取れ
なくなり、そのことが Chrome にとって有利に働いたと考えられる。 
                                                        
18
 http://www.d1.dion.ne.jp/~d_chiba/usvsms/, 2012.10.13 
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5. まとめ：Chrome の躍進を可能にした理由 
Chrome の躍進を可能にした理由をフレームワークを使ってまとめると、図表 5-12 のよう
になる。 
図表 5-12  Android の躍進を可能にした理由 
(1)  従来価値の向上 
 ブラウザとしての高いパフォーマンスによる快適性を実現 
 拡張機能の充実 
(2)  新たな価値の創出  デバイス間連携（エンドユーザーにとっての価値） 
(3)  内的要因 
 検索エンジン市場におけるグーグルの圧倒的なシェア 
 競合他社製品上での効果的なプロモーションによる顧客誘導 
(4)  外的要因 
 競合のマイクロソフトが司法省との独禁法に関する対立のため、IE
の市場シェア獲得に表立った行動を取れなくなる 
出典：筆者作成 
3節 Android スマートフォンの事例 
図表 5-13 にスマートフォン向けプラットフォームの世界出荷台数推移を示す。 
図表 5-13  スマートフォン向けプラットフォームの世界出荷台数推移 
 
出典：Gartner Press Release19より筆者作成 
                                                        
19
 http://www.gartner.com/it/page.jsp?id=1421013, 2013.01.10 
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2008 年におけるスマートフォン世界出荷台数が 1.39 億台であり、それが 2011 年には 3
倍以上の 4.7 億台にまで拡大している。その 4 年間における年平均成長率（CAGR）は 50.2%
と、非常に高い値を示している。 
スマートフォン市場が急拡大している中で、各 OS プラットフォームの市場シェアがどの
ように推移しているか、四半期ごとに示した（図表 5-14 参照）。 
図表 5-14  スマートフォン向けプラットフォームの世界シェア推移 
 
出典：Gartner Press Release17より筆者作成 
Android OS を搭載した製品が初めて発売されたのが 2008 年 10 月である。その時点では
スマートフォン市場は Symbian をシェアトップとする寡占状態であり、一時シェア 50%を
越すほどであった。それがわずか 2 年後に Android に抜かれ、12 年 Q2 の時点ではシェア
5.9%と一気に市場シェアを失ってしまった。一方で Android は 64%にまでシェアを伸ばし、
現在も寡占状態が続いている。このように Android が Symbian による寡占状態を短期間で逆
転することができた要因としてどのような点が考えられるか、以下に整理する。 
1. Symbian OSについて 
Symbian はスマートフォンおよび携帯電話向け OS であり、図表 5-15 に示すように複数の
UI レイヤが存在している。S60 や UIQ を採用したものをスマートフォン、MOAP、その他
をフィーチャーフォンとして分類されている。日本では NTT ドコモ向けのフィーチャーフ
ォンで MOAP が多数採用された実績がある。 
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図表 5-15  Symbian OS の構成と搭載製品 
 
出典：筆者作成 
図表 5-16 に Symbian 社の設立からこれまでの経緯を示す。 
図表 5-16  Symbian OS がたどった経緯 
 
出典：Wikipedia 『Symbian OS』20より筆者作成 
Symbian 社は、スマートフォンおよび携帯電話向け OS の開発とライセンス供与を行って
おり、1998 年にノキア、サイオン、エリクソンが共同出資して設立された。その後、モト
ローラ、パナソニック、シーメンスなども出資参加し、1999 年には株式会社化される。設
立当初のノキアの出資比率は 19%であったが、2003 年にモトローラが戦略転換し株を売却
した際には 32.2%となり、2004 年にサイオンが売却した際には 47.9%にまで上昇する。その
                                                        
20
 
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B9%E3%83%9E%E3%83%BC%E3%83%88%E3%83%95
%E3%82%A9%E3%83%B3, 2012.10.15 
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頃から競合メーカーはノキアの支配が強くなりつつあった Symbian に対する警戒を強め、
他の OS をサポートすることでリスク分散するようになる。 
そんな中、2007 年 11 月にグーグルのエリック・シュミットによってオープンソースの無
償スマートフォン用 OS として Android が発表され、一気に注目を浴びることとなる。
Symbian 社はそれまで、端末 1 台当たり 5 ドル程度のライセンス料を徴収するというビジネ
スモデルで運営されてきたが、Android の登場によってその再構築を迫られる。その結果、
2008 年 6 月にはノキアが Symbian 社を買収し、Symbian Foundation を設立。Symbian OS を
無償で使えるオープンソースに切り替えた。 
しかし、Symbian はオープンソース化によってさまざまな問題を引き起こす。それまでは
ライセンスの下でしっかり管理されてきたソースコードが、さまざまな開発者が入ること
で品質が落ちていく。Symbian Foundation にはソースコードを精査できる人材が不足してい
たため、OS そのものに品質の劣化を招くこととなった。 
さらに、オープンソース化を境にノキアが S60 プラットフォームのサポートを打ち切っ
てしまう。メーカー各社は、開発者コミュニティの運営やアプリケーション配信などを自
ら運営せざるを得ない状況に追い込まれた、これも 1 つの要因となり、LG やモトローラ、
ソニー・エリクソン、サムスン電子などがシンビアンの搭載を打ち切った。その結果、富
士通とシャープ、ノキアだけしか同 OS を使う端末を作らない状態に追い込まれた。さらに、
アプリ開発者も Android や iPhone のアプリ開発に移ってしまい、Symbian の凋落にさらに拍
車がかかることになる。 
2011 年にはノキアがマイクロソフトと提携し、スマートフォンのプラットフォームを
Windows Phone に移行することを発表する。それに伴い、Symbian 事業と関連社員をアク
センチュアに移管し、Symbian OS の開発を外部委託に切り替えることとなった。 
図表 5-17 に Symbian の Android との比較と衰退要因をまとめる。 
図表 5-17  Android との比較から類推される Symbian の衰退要因 
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出典：筆者作成 
2. まとめ：Android の躍進を可能にした理由 
Android の躍進を可能にした理由をフレームワークを使ってまとめると、図表 5-18 のよう
になる。 
図表 5-18  Android の躍進を可能にした理由 
(1)  従来価値の向上 
 タッチパネルやディスプレイサイズの拡大などのスマートフォン高機
能化 
(2)  
新たな価値の創出 
 OS とサービスの無償提供による開発費削減（端末メーカーにとって
の価値） 
 アプリ配信における通信事業者への売上配分比率（25%） 
(3)  内的要因 
 グーグルの収益モデルは広告収入に大きく依存しているため、OS
やサービス、アプリ配信などによる収益に頼る必要がない 
(4)  
外的要因 
 エンドユーザーのニーズが高機能端末へシフトすることでスマートフ
ォン市場が拡大 
 ノキアの戦略的問題 
 オープンソースへの移行により生じた Symbian OSの問題 
出典：筆者作成 
4節 事例分析のまとめ 
 3 つの逆転の事例で見られたプラットフォーム連携とレイヤ間連携、そして逆転を可能に
した理由を図表 5-19 に示す。特に影響が大きかったと思われる項目については赤字にて記
す。 
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図表 5-19  逆転の事例分析まとめ 
 
出典：筆者作成 
これらの事例分析によって明らかになった、寡占状態からのシェア逆転の必要な要素を
以下にまとめる。 
1. 従来価値の向上 
 エンドユーザーが十分認識可能なレベルの従来機能向上が必要。ただし、寡占状態から
のシェア逆転に対する貢献度はあまり大きくない。 
2. 新たな価値の創出 
 エンドユーザーや補完業者をひきつけるのに十分な、これまでにはない新たな価値創出
が欠かせない。3 つ全てのケースにおいて、有効な新しい価値が創出されていた。 
3. 内的要因 
 影響力の大きい内的なプラットフォーム、あるいは隣接するレイヤと連携することで、
シェア逆転の可能性を高めることができる。 
4. 外的要因 
 市場そのものが拡大を続けている場合には、後発であってもシェア逆転の可能性が十分
ある。また、競争相手の戦略や製品に何かしら問題を抱えている場合は、それを解決する
ような戦略を実践することが、シェア獲得に大きく貢献する可能性がある。 
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6章 プラットフォームリーダー競合分析 
本章では、ギャワー・クスマノ[2010]によって提唱された『4 つのレバー』、すなわち『事
業の範囲』、『オープン化の程度』、『補完業者との関係』、『内部組織』に、根来・加藤によ
って提唱された新たなレバー『収益モデル』を加えた『5 つのレバー』によって、スマート
フォン向けプラットフォーム（Tizen、iPhone、Android）のリーダーであるインテル、アッ
プル、グーグルの 3 社を比較整理する。 
1節 レバー１：事業の範囲 
『事業の範囲』によるプラットフォームリーダー3 社の比較を図表 6-1 に示す。 
図表 6-1 レバー1：事業の範囲 
 
出典：雨宮、2012、224 頁の図を一部修正 
インテル、アップル、グーグルは同じスマートフォン市場におけるプラットフォームリ
ーダーという立場だが、最大の収益源はそれぞれプロセッサの販売、端末の販売、広告収
入と大きく異なる。 
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インテルは Tizen Association のメンバーとして Tizen の開発をリードしているものの、あ
くまでもオープンソースのプロジェクトであることから、サービスに関する事業の範囲と
しては、アプリ配信以外では他の 2 社に比べてかなり限られている。そのため、今後 Tizen
のプラットフォームを拡大する上で、サービス事業で協力してくれるような通信事業者、
あるいは端末メーカーとどのようなアライアンスを組むかが重要となる。 
アップルの特徴としては垂直統合モデルのビジネスを展開していることで、事業の範囲
が非常に広く、音楽配信やアプリ配信のサービス分野にまで事業領域を拡大している。プ
ロセッサ、OS、端末を自社で開発し、プロセッサ、端末に関しては製造のみ提携企業に委
託している。 
グーグルは Nexus シリーズの端末を提供しているが、Nexus One は HTC 製、Nexus 7 は
ASUS 製、Nexus 10 は Samsung 製となるなど、グーグルが選定したパートナー企業との協
力で開発し発売している。また 2011 年にはモトローラを買収しており、Nexus シリーズに
おけるパートナー企業とのこれまでの協力関係がどう変化するのか、そしてモトローラと
共同でどのような端末を開発するのか注目を集めている。 
2節 レバー２：オープン化の程度 
『オープン化の程度』によるプラットフォームリーダー3 社の比較を図表 6-2 に示す。 
図表 6-2 レバー2：オープン化の程度 
 
出典：筆者作成 
1. OS開発のオープン性 
Tizen はオープンソース・オープンガバナンスであり、Linux Foundation の管理下で運営さ
れているため、基本的には誰もが OS の開発に端末開発、アプリ開発、サービス提供の自由
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が保障されている。iOS は完全クローズドであり、アップルが自社端末のみに採用。その独
自性が iPhone や iPad の競争力の源泉にもなっている。 
グーグルはクアルコムや T モバイルなどと OHA（Open Handset Alliance）の名称で規格団
体を設立し、この OHA を通して 2007 年 11 月に Android をオープンソースとして公開して
いる。しかし、Android はオープンソース・プロジェクトとして高い透明性を持って運用さ
れていない。その理由として、グーグルが公開していない最新版の Android のソースコード
を、発表の 6～9 ヶ月前から Tier 1 に指定された端末メーカーにのみ提供していることがま
ず挙げられる。さらに、ソースコードだけでなく、他の開発者に技術のロードマップを開
示していない。アンドロイドの未公開のソースコードや技術ロードマップは、OHA のメン
バーを含めた第三者が関与できず、グーグルのみが管理できる状況にあるという。 
Android の開発体制についても、第三者が開発したソースコードが反映されているとは言
い難い。グーグルは Web サイト上で「提供されたソースコードは評価したうえで導入して
いく」としているが、こうしたソースコードを調査する技術者はすべてグーグルの社員で
あり、提供されたソースコードを調査するプロセスについても公開されていない。アンド
ロイドのソースコード全体の中で、第三社が開発したソースコードの割合はかなり低くな
っている。図表 6-3 はオープンソース・プロジェクトの運用の透明性評価であり、Android
が 8 つのプロジェクト中、最も低い評価となっている。 
図表 6-3 オープンソース・プロジェクトの運用の透明性評価 
 
出典：日経エレクトロニクス 2011 年 10 月 3 日、48 頁 
2. 端末開発のオープン性 
Androidを建前上はオープンで運営しているものの、実際にはさまざまな制約をかけたり、
共同開発のパートナーの選別など戦略的な動きを見せているため、完全オープンとは言い
がたい。実際、最新のアンドロイドのソースコードにどの企業もいち早くアクセスできる
とは限らない。 
通常は「Tier 1」と呼ばれるグーグルが選定したパートナー企業にのみ早期に開示される。
Tier 1 に指定された端末メーカーは、他社に先駆けて最新機種を市場投入できるようになる。
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図表 6-4 にグーグルと共に、Android の最新版を搭載したスマートフォンやタブレット端末
を先行開発した端末メーカーの変遷を示す。これによると、スマートフォンでは HTC と
Samsung、タブレットでは Motorola と先行開発を行っており、固定化されていないことが分
かる。 
図表 6-4 Android の先行開発パートナー企業の変遷 
 
出典：日経エレクトロニクス 2011 年 10 月 3 日、49 頁 
また、図表 6-5 に示すように、端末メーカーにとって、Android を搭載した機器を開発す
るには大きく 2 つの選択肢がある。 
図表 6-5 Android 活用の 2 つのアプローチ 
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出典：日経エレクトロニクス 2011 年 10 月 3 日、51 頁 
 グーグルは Android のソースコードのフラグメンテーションを防ぐため、端末メーカーに
対して AFA（Anti-Fragmentation Agreement）と呼ぶ契約を結ぶことを要求している。Google 
Play で提供されるアプリを使用するには AFA の締結が必要となるため、スマートフォンや
タブレットを開発するには、グーグルによって決められたさまざまな制約に従わなければ
ならない。 
しかし、AFA を結ばずにオープンソースかされた Android を『高機能版 Linux』として活
用する道が残されている。その場合、独自でサービスなどを構築する必要があるが、グー
グルの制約に縛られない自由な端末開発が可能となっている。 
3. アプリ開発のオープン性 
(1) アプリの登録 
アップルは採用するアプリケーションについて、致命的な欠陥や 3G への甚大な負荷の有
無、あるいは内容に不適切なものがないかなど一定の基準で審査してから公開している（事
前審査）。しかし著作権侵害したコンテンツが審査を通過してしまうなどの不備や、審査
基準の揺れ、あるいはアップルのビジネスと競合するアプリケーションがはねられるなど、
現状はアップルの塩飽次第でどうにでもなってしまう。アプリケーション開発業者からは、
審査の一貫性や明確な基準を求める声が聞かれている。 
一方で Tizen やアンドロイドでは基本的に自由にアプリの登録が可能である。ただし、不
適切なアプリと判断された場合は登録から削除される可能性があるという、事後審査とい
う形式となっている。 
(2) Web アプリのサポート 
Tizen は Web アプリを中心に据えているが、C/C++でネイティブアプリの実装も可能とな
っている。ただし、現時点では Tizen SDK でコンパイル環境をサポートしていない。 
iOS は Object-C によるネイティブアプリと Web アプリ、Android は Java によるネイティ
ブアプリと Web アプリをサポートしている。 
4. サービス提供のオープン性 
Tizen はサービス提供についても自由が保障されている。iOS はアップル社のサービスの
みの提供。Android の場合、例えば「おさいふケータイ」機能をスマートフォンに載せるに
もグーグルの許可がいるなど、サービス展開の自由がない。 
2012 年 5 月にサンフランシスコで開催された Tizen Developer Conference において、NTT 
Docomo の永田氏がキーノートスピーチに登場している。それによると、Docomo は独自の
サービスとして図表 6-6 に示すようなものを持っており、このようなサービスを自由に提供
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することで他の通信事業者との差別化を図りたい。そしてそれを可能にすることこそが、
Docomo が Tizen に最も期待している点となる。 
図表 6-6 Docomo が提供するスマートフォン向けサービス 
 
出典：Tizen Developer Conference 2011、Expectation for Tizen21、12 頁 
3節 レバー３：補完業者との関係 
インテル、アップル、グーグルは事業の範囲が異なることから、図表 6-7 に示すとおり、
補完業者の範囲も異なる。 
図表 6-7 補完業者の範囲 
      
出典：筆者作成 
3 社に共通しているのが、通信事業者、アプリ開発者、そしてコンテンツプロバイダーを
補完業者として含んでいることである。インテルはプロセッサベンダーであるため、通常
は補完業者として OS ベンダーを含むが、Tizen に関しては Technical Steering Group のメン
                                                        
21
 
http://download.tizen.org/misc/media/conference2012/tuesday/ballroom-a/Kiyohito-Nagata-keynote.
pdf, 2013.01.08 
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バーとして開発に参加しているため、ここでは省いている。 
次に、『補完業者との関係』によるプラットフォームリーダー3社の比較を図表 6-8に示す。 
図表 6-8 レバー3：補完業者との関係 
 
出典：筆者作成 
1. アプリ開発者との関係 
スマートフォンの普及に伴ってアプリの数も増加し続けているが、OS 毎にアプリの数や
その増加傾向は大きく異なる。図表 6-9 に iPhone、Android、そして比較対象としての
Blackberry と Windows Phone の 4 つのプラットフォームに関するアプリ数推移を示す。 
図表 6-9 スマートフォン向け OS 毎のアプリ数推移 
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出典：Silicon Alley Insider, Chart of the Day (March 09, 2011) 22の図を一部修正 
 これによると、2011 年 12 月時点において iPhone のアプリ数が 59 万とトップであるが、
Android は 32 万と近づきつつある。そしてグーグルは 2012 年 10 月の発表において、Android
向けのアプリ数が 70 万を突破し、先行するアップルに追いついたことを明らかにした。 
確かにアプリ数は多い方が、よりエンドユーザーの満足度を高めるため端末自体の競争
力を高めると考えられるが、ある一定規模を超えると大きな差別化要因としては働かなく
なる。基本的なアプリ、あるいは特に人気の高いアプリさえ揃っていれば、全体のアプリ
数が 60 万、あるいは 70 万だからといって、あまり大きな違いはない。そのため、iPhone
と Android に関してはもはやアプリ数の競争は意味がなくなってしまっている。 
BlackberryやWindows Phoneはアプリ数、伸び率共にこの両OSよりも大きく劣っており、
その差を埋めることは容易ではない。それがエンドユーザーにとって、BlackberryやWindows 
Phone の端末にせず、iPhone や Android を選ぶ一つの大きな要因となり、それがさらにアプ
リ開発者にとって、iPhone、Android 向けのアプリ開発に注力するといったネットワーク外
部性が働いているといえる。 
 図表 6-10 にスマートフォン向けアプリマーケットの売上配分比率を示す。 
図表 6-10 スマートフォン向けアプリマーケット 売上配分比率 
 
出典： 小林、2010、103 頁の図より筆者作成 
 アプリ開発者が受け取ることのできる売上配分比率はアップル、グーグル共に 70%に設
定している。RIM だけが 80%に設定しており、それ以外は 70%となっている。そしてアッ
プル、RIM、マイクロソフトは残りの売り上げを収益としているのに対し、グーグルは自身
の売上配分比率をわずか 5%とし、残りの 25%を通信事業者に支払っている。つまりグーグ
ルはアプリ配信によって得られる収益をほとんどアプリマーケットの維持費とし、そこか
ら収益を得ることは考えていない。 
                                                        
22
 http://9to5mac.com/2011/03/10/when-will-android-people-pay-for-quality/, 2013.01.09 
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2. 通信事業者との関係 
先ほどの図表 6-10 によると、通信事業者に対し、グーグルのみが 25%の売上配分比率を
設定しているのに対し、他プラットフォームでは支払いそのものが行われていない。その
ため、通信事業者に対する収益分配そのものが Android の差別化要因となっている。 
 Tizen Association には現在 12 社が加盟しているが（2 章 4 節参照）、その半分、つまり
Vodafone、Telefonica、NTT Docomo、Sprint、SK telecom、Orange の 6 社が通信事業者である。 
図表6-11は 2011年の第 4四半期における世界の携帯通信事業者売上高トップ 10を示す。 
図表 6-11  世界の携帯通信事業者売上高ランキング 
 
出典：WirelessWire News の記事23より筆者作成 
これによると、Tizen Association に加盟する通信事業者 6 社のうち、5 社がトップ 10 入り
している（Orange は France Telecom Group に含まれる）。つまり、世界的にも影響力の大き
い通信事業者が Tizen Association に加盟しており、iPhone や Android に代わるサービスとし
ての可能性を模索している。 
 ではなぜこのような通信事業者が Tizen に興味を持つか。それを語る上で、まずスマート
フォンが提供するビジネスモデルを理解しなければならない。図表 6-12 に従来の携帯電話
のビジネスモデルとスマートフォンのビジネスモデルを比較している。 
                                                        
23
 http://wirelesswire.jp/Watching_World/201205181212.html, 2012.09.14 
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図表 6-12  携帯電話とスマートフォンのビジネスモデル比較 
 
出典： 木暮、2010、203 頁の図を一部修正 
 従来の携帯電話サービスでは、通信事業者がドコモの i モードのようなサービスを開発し、
それを自身のネットワークのみで提供することで他の通信事業者との差別化を行っていた。
そしてコンテンツやアプリの消費に関しては、通信費用に上乗せする形でエンドユーザー
から徴収していた。 
 しかし、アップルやグーグルによってスマートフォンが広まると、世界中のどの国のど
の通信事業者からでも、App Store、あるいは Google Play といったサービス経由でコンテン
ツやアプリを購入し、利用できるようになった。つまり、ダウンロードや決済が通信事業
者に依存することなく、アップルやグーグルが提供するサービスによって完結するビジネ
スモデルへ移行してしまった。また、Android であれば、6 章 2 節で述べたとおり、サービ
ス展開の自由がない。そのため、通信事業者がこれまで行ってきたコンテンツ・アプリケ
ーションレイヤーでの収益確保が困難になり、他の通信事業者との差別化は通信の品質や
コストのみとなってしまってった。 
 さらに、国内では SIM ロックが解除されたことで、通信事業者の変更がしやすくなった。
そのため機種変更の際、以前は通信事業者は固定したままで、メーカーやモデルを変更す
るケースが多かった。しかしスマートフォン上に購入したコンテンツやアプリが蓄積され
ているため、それらによるロックイン効果が生まれ、端末のサービスを変えることが難し
くなった。つまり iPhone ユーザーは iPhone を、Android ユーザーは Android を使い続けるケ
ースが多くなり、その中での通信事業者のみの変更、あるいは Android であればメーカーや
モデルの変更のみの主流となっている。 
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 つまり、完全にアップルやグーグルに主導権を奪われてしまった通信事業者は、より自
由なサービスを展開することで差別化を実現し、サービス提供による収益確保を行うため
に、本当の意味での自由でオープンな OS を模索している。 
4節 レバー４：内部組織 
『内部組織』によるプラットフォームリーダー3社の比較を図表 6-13に示す。 
図表 6-13  レバー4：内部組織 
 
出典：筆者作成 
各プラットフォームリーダーが企業買収によってどういった技術を取り込み、それぞれ
のプラットフォームの強化を図っているか、カテゴリー別に比較している。 
特筆すべき点としては、アップルとグーグルが積極的にサービスに関する買収を行って
いることである。特にグーグルはサービスの無料提供によって広告収入を得るというビジ
ネスモデルを強化するため、自社開発だけに頼らず、積極的に社外の技術を手に入れてい
る。 
さらに、グーグルが 2011 年にモトローラ・モビリティを買収したことも注目に値する。
買収額は 125 億ドルと、グーグル史上最高額となった。モトローラは 2010 年末で約 16,800
件の特許を保有しており、グーグルが係争中の多くの特許訴訟を有利に進める手段を手に
入れたと報道されている。しかし、端末メーカーを自社に取り込み、優遇措置を加速させ
ることで、これまで築き上げてきた Android のエコシステムの崩壊を招き、グーグルの優位
性を持続することが難しくなる可能性も十分考えられる。グーグルにとって、今後 Android
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のオープンソース戦略とモトローラの独立性とのバランスをいかに保っていくかが課題と
なる。 
5節 レバー５：収益モデル 
『収益モデル』によるプラットフォームリーダー3 社の比較を図表 6-14 に示す。 
図表 6-14  レバー5：収益モデル 
 
出典：各社 Annual Report より筆者作成 
1. インテルの収益モデル 
インテルの 2011 年の売上高は過去最高の 540 億ドルとなっている。事業別構成比に示す
とおり、一番の稼ぎ頭はノート PC 向けプロセッサやデスクトップ PC 向けプロセッサの部
門である PCCG であり、売上全体の 66%を占めている。そしてサーバ用プロセッサを扱っ
ている DCG（19%）、その他の IA プロセッサ（9%）が続く。これら 3 つの事業が売上全
体の 94%を占めていることから、プロセッサをより多く販売することがインテルの売り上
げアップ、さらには好業績に直結していることが分かる。 
2. アップルの収益モデル 
アップルは 2011 年に 1082 億ドルの売上高を達成している。1 番目の大きな事業は、iPhone
およびその関連事業であり、売上全体の 43%を占めている。そして、PC 事業が 20%、iPad
事業およびその関連事業が 18%と続く。 
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以上から分かるとおり、アップルは端末を販売して利益を出す会社であり、実は iTunes
や App Store などのサービスで得ている利益はそれらに比べるとごくわずかである。アップ
ルにとっては、魅力的なサービスを提供することでいかにして端末の販売数を伸ばすかが
業績を伸ばすための課題だといえる。 
3. グーグルの収益モデル 
グーグルは 2011 年に売上高 379 億ドルの売上高を達成している。グーグルは自社のあら
ゆるサービスを無料で提供し、自身のプラットフォームにできるだけ多くの顧客を導き、
広告収入を得ることを基本戦略としている。ここで示す事業構成比にもその様子が如実に
現れている。 
まず、グーグルの直営サイトを通じた広告事業が売上全体の 69%と約 3 分の 2 を占めて
いる。これに AdSense プログラムを通じたパートナー経由の広告事業収入を併せると、広
告事業収入が売上げ全体の 96%を占めることになる。 
グーグルはさまざまなジャンルで膨大な情報を収集し、こうした情報をインデックス化
し整理しながらユーザーに無料で提供することで多くのユーザーを惹きつけ、WEB サイト
のページビューを増やす一方で、広告主を募りテキスト広告やディスプレイ広告を挿入し
ながら売上を伸ばしてきた。この無料サービスモデルこそがグーグルの最大の強みであり、
それを維持するために魅力的なサービスを提供し続けることが、グーグルにとっての最重
要課題となる。 
4. プラットフォームリーダーの財務データ比較 
 インテル、アップル、グーグルの 2011 年における財務データの比較を図表 6-15 に示す。 
図表 6-15  3 社の財務データ比較 
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出典：各社 Annual Report より筆者作成 
インテル、アップル、グーグルの 3 社を財務面から比較すると、それぞれの特徴が顕著
に表れていることが分かる。 
まず、従業員 1 人当たりの売上高を見てみると、アップルの 179 万ドル、グーグルの 116
万ドルに比べ、インテルは 52 万ドルと他の 2 社の半分以下になっている。半導体製造業と
して工場を複数維持するためにどうしても従業員が多くなるため、一人当たりの売上高や
利益が低くなる。 
また、アップルが従業員 1 人あたりの純利益に関して、他の 2 社よりもはるかに高い水
準であることは、これまで垂直統合のビジネスモデルによってイノベーションをおこし、
スマートフォンやタブレットという市場領域を切り開いてきたいてきたアップルだからこ
そ可能となった成果と考えられる。 
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7章 Tizen超プラットフォーム戦略の構築 
1節 分析結果を元にした基本戦略要素の抽出 
第 5 章の「逆転の事例分析」から得られたシェア逆転のためのさまざまな知見に、第 6
章の「プラットフォームリーダー競合分析」で明らかになった競合プラットフォームリー
ダーが抱える構造的な問題点、あるいは Tizen がもつ利点を適用することで、Tizen のプラ
ットフォーム戦略の基本要素を抽出した。それを図表 7-1 にまとめる。 
図表 7-1 分析から得られた知見の適用 
 
出典：筆者作成 
1. 従来価値の向上 
2章 3節で分析したとおり、インテルは半導体プロセス、半導体量産技術の進歩によって、
より低消費電力のプロセッサを提供できる可能性があり、2014 年以降に量産開始を予定し
ている 14nm プロセス製品によって ARM との差別化が期待できる。低消費電力プロセッサ
はスマートフォンのバッテリーライフの向上、あるいは同等の消費電力時においてより高
いパフォーマンスの発揮につながるため、その価値をエンドユーザーに対して訴求するこ
とが重要と考える。 
また、アプリの数が競合プラットフォームよりも極端に少なかったり、あるいは人気の
あるアプリが利用できないとなると、エンドユーザーを引き寄せるのは難しくなるため、
アプリの充実はプラットフォームの競争力を高める上で極めて重要である。補完業者の参
入を促すのにアプリの売上配分比率を競合プラットフォームよりも魅力的に設定すること
が一つの手段と考えられる。 
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2. 新たな価値の創出 
 逆転の事例分析から、寡占状態となっている市場におけるシェア逆転を実現するのに新
たな価値の創出が非常に重要であること、そしてプラットフォーム戦略の構築が新しい価
値の創出に有効であることが知見として得られた。 
また、プラットフォームリーダー競合分析から、補完業者が端末開発、アプリ開発、サ
ービス展開の自由を求めていることが明らかになった。4 章 1 節において理論的仮説として
設定した『新事業領域の創出』、そして補完業者にとって従来のプラットフォームにはない
自由を提供することが、Tizen による新しい価値創出につながると思われる。 
3. 内的要因 
逆転の事例分析から、影響力の大きい内的なプラットフォームと連携することで、シェ
ア獲得やエコシステム拡大が可能になることが示された。そこで、理論的仮説として設定
した『プラットフォーム戦略の構築』の具体化として、(1) C-PF 内で軸となるデバイスを生
み出し、そのデバイスとの連携を深めること、(2) Tizen 以外の影響力の高い OS との連携を
深めること、(3) Tizen デバイス内の影響力の高いレイヤとの連携を深めることの 3 点を戦略
として考える。 
4. 外的要因 
競合プラットフォームの戦略や製品そのものに問題がある場合、それを解決できるよう
な要素をもっているとシェア逆転の可能性が高まる。Android にとって、セキュリティやフ
ラグメンテーションが問題点として挙げられる。iPhone に関しては、垂直統合によってア
ップル一社が iOS の製品を提供しているために、C-PF の範囲が限られていることが弱みと
して考えることができる。 
2節  Tizen 超プラットフォーム戦略の枠組み 
7 章 1 節にて抽出された戦略の基本要素を、実践的仮説として 3 つの施策にまとめたもの
が Tizen 超プラットフォーム戦略となる。図表 7-2 にその枠組みを示す。 
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図表 7-2 Tizen 超プラットフォーム戦略の枠組み 
 
出典：筆者作成 
 Tizen 超プラットフォーム戦略には、Tizen プラットフォームそのものを拡大させるための
Tizen 拡大戦略と、ARM に対抗するための Atom 拡大戦略の両方を含む。Tizen 拡大戦略で
は、プロセッサの階層における ARM と Atom の区別は行わない。 
 また、(2)のデバイス間連携、(3)のクラウドサービスとビッグデータサービスは、(1)のス
マートクラウドフォンを実現するための施策となっている。 
3節 Tizen 超プラットフォーム戦略の具体化 
1. 新事業領域の創出 
Tizen によって創り出すべき新しい事業領域として『スマートクラウドデバイス』、そして
そのスマートフォン版として『スマートクラウドフォン』を提案する。そして Tizen を、こ
のスマートクラウドデバイス実現のための OS として位置づける。 
スマートクラウドデバイスが提供する新しい価値として、以下の 3 つが挙げられる。 
 
・Web アプリによるクロスプラットフォームの実現 
・Web of Things による M2M の実現 
・各個人の行動様式やニーズに合ったスマートライフを提案 
 
スマートクラウドデバイスでは原則として配信用の新規アプリの開発は全て HTML5 に
よる Web アプリとする。それによってクロスプラットフォームのアプリ環境構築を目指す。 
また、スマートクラウドデバイスは、デバイスの種類やメーカーに関係なく、直接、あ
るいはクラウドを介してシームレスにつながり、ネットワークを意識することなくスムー
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ズに、しかもいつでもどこでも必要な情報をやりとりできる、いわゆる M2M、Web of Things
の世界を実現させる。 
クラウドに関しては、個人が自身のデバイス間の連携を深めるパーソナルクラウド、そ
してデバイスから得られる情報を公開するシェアドクラウドの 2 つによるサービスを提供
する。デバイス間連携によってビッグデータ等さまざまな情報の入手が容易になり、その
情報を元にした現状分析から未来予測、行動提案を可能にする。つまり各個人の行動様式
やニーズに合ったスマートライフを提案するものがスマートクラウドデバイスである。 
(1) Web アプリによるクロスプラットフォームの実現 
 Web アプリはインターネット（クラウド）のサーバ上で動作しており、必要なときに呼
び出して利用する。その Web アプリの呼び出しやデータの受け渡しをする窓口がブラウザ
である。 
Web アプリはインストールが不要で利用場所を選ばないという利点がある反面、ネイテ
ィブアプリに比べ表現力や操作性が貧弱で、インターネット環境がないと使えないものに
ならないという弱点があった。しかし最新の Web アプリは、表現力や操作性がネイティブ
アプリと遜色ないレベルに進化している（図表 7-3 参照）。 
図表 7-3 ネイティブアプリと Web アプリの比較 
    
出展：日経パソコン 2011.7.11 36 頁を一部修正 
 それに伴い、HTML5 の存在感が増している。図表 7-4 に示すとおり、HTML5 に対応す
る H.264 ビデオの比率が急激に伸びている。また、図表 7-5 に示すとおり、アプリ開発者が
好む開発環境として、Web アプリが Android、iOS についで 3 位に入っている。 
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図表 7-4 HTML5 に対応する H.264 ビデオ比率 図表 7-5 アプリ開発者が好む開発環境 
 
 
出展：Vision Mobile and Bluevia (June, 2011) 出展：Vision Mobile and Bluevia (June, 2011) 
 HTML5 の特徴として最も重要なのが、アプリの動作環境の変化である。図表 7-6 に示す
ように、ネイティブアプリの環境では、Android は Java、iOS は Objective-C、Windows は
C/C++と言語が決められているため、アプリ開発者は各プラットフォーム毎に異なる言語に
よってアプリ開発をしなければならなかった。それが Web アプリなると動作環境が OS か
らブラウザに移行するため、一つのアプリが複数のプラットフォーム上で動作することが
可能になる。 
図表 7-6 HTML5 で広がるアプリケーション動作環境 
 
出展：日経 Linux 2011.1 84 頁を一部修正 
本研究で新事業領域として提案したスマートクラウドデイバスは Web アプリ専用のデバ
イスとして定義しており、それが iPhone や Android との差別化要因になると考える。それ
によってクロスプラットフォームが実現でき、アプリ開発者はアプリの開発工数を少なく
できる。さらに複数のプラットフォームに同じコードのアプリを提供できるので、ビジネ
スチャンスも増えるといった、これまでにはない新しい価値が提供されることになる。 
ただし、HTML5 仕様の勧告が 2014 年 Q4 を予定されている状況では、完全な Web アプ
リだけの世界を構築するにはまだ早すぎる。そのため、段階的にネイティブのアプリ開発
を制限する方法が望ましい。 
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そこで、例えば勧告が行われるまでの期間はネイティブでのアプリ開発も許可し、勧告
後は新規のアプリ登録は全て Web アプリのみといった対応が必要である。 
(2) Web of Things によるM2M の実現 
小林[2011]によると、昨今の IT 業界では、「Internet of Things」が全てのモノがインターネ
ットに接続する世界という意味で使われている。つまり、インターネットに接続するもの
が、単なる情報機器を越えて、この世に存在するあらゆるモノへと爆発的に拡大するとし
ている。それが「M2M（Machine to Machine）」、つまり「機器同士のコミュニケーションシ
ステム」を生み出す。 
しかし、Web の創始者、ティム・バーナーズ・リー氏は「Internet of Things」の代わりに、
敢えて「Web of Things」を使い、全てのモノが Web に接続するとしている。HTML5 を使う
ことで、どんなメーカーのどんな製品だろうと共通のシステム構築環境が用意される。そ
のため、異なるメーカーの異なる製品でも有機的に結合し、社会を変革できるとしている
（図表 7-7 参照）。 
これを実現するには単なるインターネットでは不十分で、どうしても Web でなければな
らない、という意味を込めて、バーナーズ・リー氏は「Web of Things」と呼ぶ。 
図表 7-7 Web of Things の定式化 
 
出典：小林、2011、153 頁の図を一部修正 
 スマートクラウドデバイスは、まさにこの M2M の世界を HTML5 とクラウドを使うこと
によって実現させ、パーソナルクラウドとシェアドクラウドによって、新しい顧客価値を
生み出すための提案である。 
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(3) パーソナルクラウドによって得られる新しい顧客価値 
図表 7-8 に、プライベートクラウド経由でデバイス間連携を行うことによって得られる新
しい顧客価値の例を示している。 
図表 7-8 プライベートクラウドによって得られる新しい顧客価値 
 
出典：筆者作成 
個人情報、各種アプリ、写真やビデオなどのコンテンツをクラウドを経由して複数のデ
バイス間でシェアすることはすでに iPhone や Android でも実現している。Tizen が提供する
新しい価値としては、そのような情報シェアをさらに多様なデバイス間で可能にし、また
ホスト端末とスレーブ端末の概念を取り入れ、ホスト端末からスレーブ端末のリモート制
御や状態確認を可能にするといったものである。 
例えば、テレビで録画された動画をホスト端末からクラウド上でアクセスし、視聴や編
集する。自動車のルート履歴の確認や燃費分析をホスト端末で行う。健康器具で取得され
た体重、血圧などの個人情報をクラウド上で管理する。冷蔵庫のインベントリ管理をクラ
ウド上で行い、そこからメニュー提案を行う。洗濯機から終了通知、あるいはエラー通知
をホスト端末で受けるといったことも可能となる。なお、ここではホスト端末として、ス
マートクラウドフォンを想定しているが、それはタブレットや PC など、クラウドにアクセ
スできれば基本的にはどんな端末でもホスト機能を持つことができる。 
(4) シェアドクラウドによって得られる新しい顧客価値 
次に、スマートクラウドデバイスが提供する新しい顧客価値として、シェアドクラウドによるビッグデ
ータの開放を提案する。図表 7-9にその例を示す。 
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図表 7-9 シェアドクラウドによって得られる新しい顧客価値 
 
出典：筆者作成 
例えば、スマートクラウドフォン上の非接触 ICから得られる電車の乗車履歴をシェアドクラウド上
に公開する。その情報をビッグデータとして解析すれば、どの時間帯にどの路線が混雑するかとい
った混雑予測ができ、それによってより効率的なダイヤ改正が可能となる。自動車でも同様に、
GPSによる走行情報を公開して解析すれば、渋滞情報、あるいは迂回ルートの提案をドライバー
に対してすることができる。また、コピー複合機などでエラー情報や消耗品の劣化状態をデータと
して集め解析すれば、故障やトラブルの予兆検出ができる。これはコピー機に限ったことではなく、
自動車や家電でも同様のことが可能である。また、震度計を冷蔵庫に搭載してそのデータをクラウ
ドで共有すれば、地震が起きた際に被害分布をいち早く把握でき、迅速な対応が可能になることも
考えられる。スマートメータのデータによっても、電力需要やエネルギー消費パターンの解析が可
能となり、効率的な電力消費が実現できる。 
つまり、さまざまなデバイスから得られるビッグデータを生のデータ（Raw Data）として開放し、そ
れを業者や個人が自由に解析できるようにする。それによって新しいサービスが次々と生まれる環
境を作り、未来に対する予測、そしてそこからスマートライフのための提案を可能にする。 
2. プラットフォーム戦略の構築 
プラットフォーム戦略として、以下の 3 つを提案する。 
 
・デバイス間連携による M2M の実現 
・OS 間連携による Web アプリプラットフォーム構築 
・レイヤ間連携によるハードとソフトの融合 
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(1) デバイス間連携によるM2M の実現 
i) 包括的プラットフォームの比較 
図表 7-10 に Tizen、iOS、Android の各 C-PF に含まれるデバイス比較を示す。 
図表 7-10  Tizen、iOS、Android の各 C-PF に含まれるデバイス比較 
 
◎：既に製品リリース済 
○：製品リリースの可能性が高い（あるいはリリース報道あり） 
△：製品リリースの可能性あり 
×：現時点での具体的な発表なし 
出典：筆者作成 
この 3 つの C-PF を M2M の実現という観点から見てみると、まず iOS 搭載製品はアップ
ルからだけの提供となり、現在デバイスとしてはスマートフォンとタブレットだけである。
スマート TV をシャープと共同開発しているとの報道があったが（2012 年 12 月 12 日の米
ウォールストリート・ジャーナル）、アップル、あるいはシャープからの具体的な発表はな
い。PC としては iMac を販売しているが、OS は OS X を採用しているため、ここでは記載
していない。自動車、デジカメ、その他家電なども具体的な報道はなく、M2M の実現はあ
くまでも限定的となる。 
Android に関してはすでにスマートフォン、タブレット、スマート TV、PC、さらにはデ
ジカメにまで採用されており、最も M2M の実現に近づいている。しかしアプリ配信サービ
スの Google Play を製品上で使うにはグーグルとの AFA 締結や、CTS（Compatibility Test Suit）
の認証取得が課せられ、端末開発への制約も多くなる。 
一方、Tizen に関しては、2013 年 1 月に Samsung が Tizen 搭載端末を年内に発表すると伝
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えられたのみで、それ以外で具体的な製品計画は報道されていない。しかし Tizen は発表当
初からクロスプラットフォームを掲げ、スマートフォン、タブレット、スマート TV、車載
情報機器などへの採用を謳っている。すでに Tizen Handset と Tizen IVI のプロファイルが公
開されており、将来スマートフォン以外でも端末のリリースが期待される。 
ii) HTML5 による家電製品の変化 
現在すでに、Web サービスを利用できる機能を持つ家電が数多く存在する。しかし家電
メーカーが提供しているサービスは、メーカーごとに閉じたものが多い。各家電メーカー
が提供する Web サービス対応機能にしても、Youtube や Skype といったメジャーなサービス
を家電で利用するだけのものが多い。こうした環境では、異なる家電メーカーの製品同士
で情報をやりとりすることは、基本的にはできない。 
そこで、メーカー間の壁がないオープンな環境として、家電の機能が HTML5 による Web
アプリとして実装される世界への期待が高まっている。図表 7-11 に、HTML5 による家電向
けサービスの変化を示す。 
図表 7-11  HTML5 による家電向けサービスの変化 
 
出典：日経エレクトロニクス 2011 年 6 月 27 日、48 頁 
HTML5 よってオープンな環境が構築されることで、ユーザーの利便性は向上する。さら
にバージョンアップなどのソフトウェア管理問題も解決することができる。そのため、家
電のみならず、さまざまな組み込み機器においてネイティブアプリから HTML5 への移行が
進むと考えられている。 
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iii) Tizen Embedded に関する提案 
そこで、さまざまなカテゴリに採用でき、M2M を実現するのに最適な OS としての地位
を固めることこそが Tizen の進むべき方向性だと考える。そこで本研究では、デバイス間連
携の拡大策の一環として、組込製品への参入を果たすことを提案する。そのための施策と
して、まずは市場に対する影響力が大きい組込製品メーカーで、今後リリースしていく製
品の多くを Web 化しようと考えている企業と戦略的アライアンスを締結べきと考える。 
そして Tizen Technical Steering Group へ参加を要請し、Tizen Handset、Tizen IVI をベース
に組込製品向けプロファイルの開発を委託する（図表 7-12 参照）。そのためには、ある程度
Linux に関する技術的なバックグラウンドを持っている企業が望ましい。その上で Tizen を
採用した組込製品を市場投入できるよう支援し、スマートフォンや車載情報機器など、他
のデバイスとの連携による新しい顧客価値創出の取り組みを一緒に進めていく。 
図表 7-12  Tizen Embedded プロファイルの構築 
 
出典：筆者作成 
強力なパートナーを得ることで市場にインパクトを与え、さらなるパートナーの参入が
期待できる。そして C-PF 内のデバイス種類を増やすことで Tizen を M2M 実現のためのプ
ラットフォームとしてアピールでき、新しい顧客価値の創出を加速することができる。 
組込向け OS 市場における勝算だが、Tizen の差別化要素として、オープンソースなので
無償で使うことができること、端末開発の制約がないこと、HTML5 による Web アプリをサ
ポートしていること、アプリ配信サービスが用意されていること、アプリの開発環境とし
て Tizen SDK を無償提供していることなどが挙げられる。もちろん、必要な機能だけを組み
込んで OS イメージをビルドすることができるため、最低限必要なサイズにすることもでき
る。また、スマートフォン向けや IVI 向けプロファイルが用意されていることから、そうい
ったデバイスとの連携が容易というのも他の組込向け OS とは異なる。以上から、組込向け
OS 市場においてシェアを伸ばす余地は十分あると考えられる。 
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iv) Tizen IVIに関する提案 
現在、車載情報端末（IVI）の標準化団体として Genivi と Automotive Grade Linux（以下、
AGL）の 2 つが存在する。 
Genivi は 2009 年 3 月に発足し、創設メンバーには BMW、GM、デルファイ、ビステオン
など、有力な自動車メーカーや自動車部品メーカーが名を連ねている。一方、AGL は 2012
年 9 月に設立が発表されたばかりの業界団体で、Linux Foundation のもと、トヨタ、日産、
ジャガー・ランドローバーやデンソーなどが活動に参加している。いずれも車載情報端末
向けのオープンな開発プラットフォームを推進していくとしている。 
Tizen IVI の両団体への関わりとして、Genivi に関しては 2012 年 5 月に GENIVI 2.0 コン
プライアンスへの準拠が正式に認められている。また AGL に関しては、ワーキンググルー
プ設立の際に Tizen プロジェクトと協力することが正式に表明されている24。つまり、現在
では Tizen が唯一、両標準化団体に大きく関わっているプラットフォームであり、車載情報
端末に採用される標準プラットフォームとして近い存在といえる。 
IVI 向けのプラットフォーム標準化に関する活動としては、各社とも取り組みを始めたば
かりであり、ある特定のプラットフォームが採用を伸ばしているといった状況ではない。
そのため、これらの Genivi と AGL における標準化の活動を通じて各自動車メーカーへ働き
かけを行い、採用に向けた活動を積極的に進めることが喫緊の課題だと考える。 
そこで、デバイス連携戦略の一環として、Tizen の C-PF 内における軸となるデバイスと
して IVI を位置づけ、IVI 市場における Tizen の普及に万全を期すことを提案する。それに
よって Tizen の技術者育成やエコシステムの拡大が期待でき、Tizen C-PF 内の他のデバイス
へ良い影響を与えることができる。 
(2) OS間連携による Web アプリプラットフォーム構築 
i) HTML5における問題点 
W3C の HTML ワーキンググループは 2012 年 9 月、HTML5 仕様の勧告を完了させるため
のスケジュールを発表した（図表 7-13 参照）。 
図表 7-13  HTML5 の W3C 勧告までの流れ 
 
                                                        
24
 http://wired.jp/2012/09/25/linux-open-source-car/, 2013.01.10 
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出典：日経ソフトウェア 2012 年 12 月号より筆者作成 
現在の HTML5 の仕様は HTML5.0 と HTML5.1 に分割され、HTML5.0 の勧告を 2014 年
Q4 に行うこととなった。 
W3C 標準は、「草案→最終草案→勧告候補→勧告案→勧告」というプロセスを経て成熟度
を高める。勧告は標準化プロセスにおける最終段階、いわば「仕様完成」の段階となる。
W3C は HTML5 を 2014 年中に勧告するという目標を以前から掲げていたが、HTML5 の仕
様の巨大さを考えると、実現可能性を疑問視せざるを得ない状況であった。しかし今回の
発表によってスケジュールを何よりも優先するという意思が感じられ、それに向けた施策
も現実的なものになった。 
このように、HTML5 はその仕様自体がまだ正式に策定された訳ではない。各ブラウザベ
ンダーはこれまでの仕様に基づいて機能の実装を進めているが、勧告が出るまでは仕様変
更の可能性がある。そのため、ブラウザによってサポートされている機能が大きくことな
り、また Android でも OS のバージョンによってブラウザで機能が異なる（図表 7-14、7-15
参照）。 
図表 7-14  主要ブラウザの HTML5 対応状況 図表 7-15  Android での HTML5 対応状況 
  
出展：日経 Linux 2011.1 83 頁 出展：日経 Linux2011.1 83 頁 
そのため、どのプラットフォームでも同じ動作を期待されている Web アプリが、実はブ
ラウザによって動作が異なる、あるいは正しく動作しないといった問題が生じている。 
さらに、HTML5 の推進を支持していたアップル、グーグル、マイクロソフトが、実はそ
れぞれが築き上げてきたビジネスモデルを崩されることを警戒している現状がある（図表
7-16 参照）。 
図表 7-16  各プラットフォームリーダーの HTML5 に対するスタンスと副作用 
 スタンス 副作用 
アップル 
アドビの Flashを駆逐するために
HTML5 を支持 
開発業者が脱 iPhone・iPadの切り札と
して HTML5を支持 
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グーグル 
マイクロソフトの牙城を崩すために
HTML5 を支持 
Androidによる顧客囲い込みが HTML5
により崩壊の危機 
マイクロソフト 
マイクロソフトは時代遅れという評価を
払拭するために HTML5を支持 
マイクロソフト帝国の礎、クローズド・プ
ラットフォームが崩壊 
出典：小林、2012、68 頁 
 つまり、HTML5 が未だ勧告に至っていないこと、Web ブラウザによって Web アプリの
動作が異なること、そして各プラットフォームリーダーが HTML5 に対して十分積極的な姿
勢を示していないことなどから、Web アプリは未だ、十分な普及には至っていない。 
ii) Web Runtime について 
Web Runtime とは Web アプリの実行環境である。図表 7-17 に Tizen のアーキテクチャー
と Web Runtime の位置づけを示す。 
図表 7-17  Tizen アーキテクチャー 
 
出典：Tizen Developer Conference 2012 の資料を元に筆者作成 
Web アプリのパフォーマンスを高めるには、Web Runtime の性能向上が欠かせない。特に
動画の性能については Web Runtime 内の Java Script の性能が鍵となる。 
図表 7-18 と 7-19 はこれら Web 環境のパフォーマンスを測定した結果である。図表 7-18
は Android スマートフォンの SunSpider によるベンチマーク結果、図表 7-19 は BrowserMark
によるベンチマーク結果である。 
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図表 7-18  SunSpider によるベンチマーク結果 図表 7-19  BrowserMarkによるベンチマーク結果 
  
出展：Intel Investor Meeting 2012 出展：Intel Investor Meeting 2012 
SunSpider では現在および近い将来に想定される JavaScript の使用（画面描画、暗号化、
テキスト操作など）に関連するタスクの JavaScript パフォーマンスを測定している。 
また、BrowserMark では携帯端末や組み込み機器上でのブラウザのパフォーマンスを測定
するベンチマークツール、ページの読み込み、リサイズ、適合性試験に加え、WebGL、Canvas、
HTML5 などもテストする。 
いずれのベンチマーク結果においても、Atom プロセッサを採用している Lava XOLO 
X900 が他の ARM ベースのスマートフォンよりも高い値を示しているのが分かる。唯一
BrowerMark で Atom プロセッサよりも優れた結果を出している HTC One X では、NVIDIA
製クアッドコアの Tegra 3 を採用している。Atom プロセッサがシングルコア（ハイパース
レッディングによりデュアルコア相当）であることを考えれば、やはり Atom プロセッサの
性能の高さを示している。 
これらの結果は Android スマートフォンで測定されたものではあるが、Atom プロセッサ
が Web 技術に関して ARM よりも優れたパフォーマンスを引き出すことができることを証
明しており、Tizen 上でも同様の結果が得られると考える。 
iii) プラットフォーム間連携に関する提案 
そこで本研究では、図表 7-20 に示すような IA に最適化された Web アプリケーションプ
ラットフォームの構築を提案する。 
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図表 7-20  IA に最適化された Web アプリプラットフォームの構築 
 
出典：筆者作成 
ブラウザごとに Web アプリの動作が異なる可能性があり、それが Web アプリの普及を阻
害する要因になりうることを指摘した。IA 上で動作するプラットフォーム全てに関し、Web 
Runtime を IA に最適化し、共通の Web 機能、Web API をサポートすることを担保すること
によって、Web アプリプラットフォームを構築する。Web アプリが快適に動作し、OS やブ
ラウザに依存せず同じ動作をすることを担保することで、アプリ開発者がより Web アプリ
に参入しやすい環境を構築する。 
本提案が有効な理由として、いくつかの IA プラットフォーム上ではすでに多くの Web ア
プリの開発が進んでいることが挙げられる。例えば Web アプリ専用のアプリストアとして、
Chrome Web Store や Firefox Marketplace がすでにサービスを開始しており、多くの Web アプ
リが入手できるようになっている。つまり、根来・加藤 [2010]が提唱するプラットフォー
ム間橋渡しによって、同じ IA ベースの影響力の強いプラットフォームから補完業者を共通
化することができる。 
そのため、ARM ベースの iPhone、Android、Tizen に対して、IA ベースの Tizen の差別化
が可能となる。 
(3) レイヤ間連携 
i) 垂直統合モデルと水平協業モデル 
iPhone の製品開発モデルはプロセッサ、OS、サービス、端末などアップルが多くの部分
を自社開発しており、垂直統合モデルになる。一方で Android の製品開発モデルは、各端末
メーカーがプロセッサベンダーを選び、グーグルから提供される OS やサービスを実装し、
端末を開発するといった水平協業モデルになる。 
本研究では、iPhone と Android それぞれの製品開発モデルの利点を取り入れ、これまでの
水平協業モデルとは異なる新しい水平協業モデルを提案し、前者を「水平協業モデル 1.0」、
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後者を「水平協業モデル 2.0」と定義する（図表 7-21 参照）。 
図表 7-21  垂直統合モデルと水平協業モデルの比較 
 
出典：筆者作成 
図表 7-22 に垂直統合モデルと水平協業モデル（1.0、2.0）の比較を示す。 
図表 7-22  垂直統合モデルと水平協業モデルの比較 
 
出典：筆者作成 
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垂直統合モデルの利点はプロセッサと OS の開発を共に自社内で行うことから高度な擦
り合わせが可能になり、製品の完成度が高く、独自性がだしやすくなることである。アッ
プルが非常に完成度の高い製品として iPhone をリリースできるのも、この製品開発モデル
を採用しているからに他ならない。 
アップル以外の端末メーカーは Android を採用する限り、基本的には水平協業モデルにな
る。そのため、どうしてもプロセッサーベンダーと協力してパフォーマンスや消費電力な
ど最適化の作業が発生するのだが、スマートフォンは特に製品リリースの間隔も短いため、
十分な最適化や差別化ができずに製品をリリースせざるを得ないケースもある。 
そのため、Android はどの端末メーカーによって開発されても似たような製品となってお
り、どこも目立った独自色を出すことができていない。中にはパフォーマンスやバッテリ
ーライフ、製品としての完成度が劣った製品までもが存在しており、端末メーカーの苦悩
がうかがえる。 
ii) レイヤ間連携に関する提案 
 そこで本研究では、Android の水平協業モデル 1.0 の欠点を補い、なおかつ iPhone の垂直
統合モデルの利点を取り入れた製品開発モデルとして、水平協業モデル 2.0 を提案する。 
 Tizen はオープンソースの OS のため、そのままでは製品用としては使えない。水平協業
モデル 2.0 では Tizen を Atom プロセッサ用に十分最適化し、ほぼ製品化可能な状態でリフ
ァレンスプラットフォームとして端末メーカーに配布するというものである。つまり OS と
プロセッサという 2 つのレイヤの摺り合わせが完了した状態を端末メーカーに届けること
で、製品開発の負荷を減らすことを目的としている。この戦略は、OS、プロセッサ、アー
キテクチャの全ての技 術を持つインテルだからこそ可能となる戦略であり、他のプロ
セッサベンダーに対する大きな差別化要因となる。 
各端末メーカーはそのまま製品化することも可能だし、必要に応じて一部の部品などを
変更することもできる。その際は自己責任でドライバ開発などを行う必要があるものの、
一度全体最適が実現されていれば、その変さらに伴う負荷はそこまで大きくない。つまり
製品開発に伴う負荷が大幅に削減されることから、製品開発にかかる期間を短くでき、差
別化にリソースを割くことが可能となる。また、低コストでの開発が可能になることから、
普及価格帯向け製品をより低いコストで開発し、より早く市場に投入することができる。 
リファレンスプラットフォームは将来的にはスマートフォン、タブレット、スマートTV、
車載情報機器、組込製品など、あらゆるデバイスで提供することを想定しており（図表 7-23
参照）、Tizen の C-PF 全体の市場拡大を加速させる。 
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図表 7-23  リファレンスプラットフォームの提供 
 
出典：筆者作成 
図表 7-24 はリファレンスプラットフォームで実現可能な ARM との差別化の項目である。
端末メーカーにとっては、これらの機能や特徴をリファレンスプラットフォームを採用す
ることで容易に自社製品に取り込むことができる。 
図表 7-24  リファレンスプラットフォームによる ARM との差別化 
Web Runtime 
GPU によるアクセラレートやレンダリングライブラリの Atom プロセッサへ
の最適化などによりWebアプリの性能向上 
セキュリティ McAfeeのセキュリティ技術を Atomプロセッサに最適化 
カメラ機能 SiHiveのデジタルカメラ画像処理ソリューションを実装 
ビデオ機能 
リアルネットワークスのビデオコーデック技術により、高解像度でハイパフ
ォーマンスのビデオ処理を実現 
通信機能 
インフィニオンの無線通信技術を Atom プロセッサに統合し、低消費電力
でマルチモード（LTE/3G/2G）への対応可能なソリューションを提供 
低消費電力化 Tri-gateのプロセス技術による低消費電力化を実現（2014年以降） 
出典：筆者作成 
3. オープンエコシステムの構築 
(1) アプリ開発者に対するアプリ売上配分比率の考察 
図表 6-9 で示したとおり、アプリ開発者のアプリ売上配分比率は iPhone、Android 共に 70%
であった。アプリ開発者にとって、市場規模から考えるとアップル、グーグルのアプリス
トアでアプリを販売することが最も収益につながりやすいため、この 2 つのプラットフォ
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ーム上でのアプリ開発を優先することになる。しかし、ネイティブアプリの言語は iPhone
が Object-C で、Android が Java であるため、それぞれのプラットフォーム用に開発したア
プリは他への互換性がない。 
Web アプリであれば、基本的にはブラウザがあればどこでも動くため、今後は HTML5
による Web アプリの開発を優先する可能性がある。HTML5 でアプリを開発すれば、基本的
には iPhone でも Android でも同じコードでアプリが動作する。そうなると、Tizen 上でも同
じアプリが動作するため、アプリ開発者としては Tizen でのアプリ販売も視野に入れるよう
になる。 
よって Tizen におけるアプリ開発者への売上配分比率は 70%で十分と考えられ、そこで
iPhone や Android に対する優位性を持たせることは重要ではないと考える。 
(2) 通信事業者に対するアプリ売上配分比率の考察 
図表 6-9 で示したとおり、通信事業者のアプリ売上配分比率は iPhone が 0%、Android が
25%であった。Tizen にはサービス提供の自由という、Android に対する差別化要因があるた
め、通信事業者の Tizen への参入を促すためには、必ずしもグーグルと同等レベルの売上配
分比率、つまり 25%は必要ない。しかし、iPhone に対する優位性を持たせるべきであり、
0%と 25%の間で設定するのが望ましい。 
(3) Tizen プラットフォーム事業体の提案 
 より多くのアプリ開発者や通信事業者が Tizen に参入し、エコシステムを拡大させていく
ための戦略として、Tizen プラットフォーム事業体の創設を提案する。 
 Tizen プラットフォーム事業体が提供するサービスとして、以下 3 つを定義する。 
 
 ・アプリ・コンテンツ配信サービス 
・クラウドサービス 
・ビッグデータサービス 
 
i) アプリ・コンテンツ配信サービス 
 図表 7-25 に Tizen のアプリ･コンテンツ配信サービスを示す。 
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図表 7-25  Tizen のアプリ・コンテンツ配信サービス 
 
出典： 日経エレクトロニクス 2012 年 7 月 9 日、38 頁の図を一部修正 
 Tizen 共通開発者ポータルは、アプリ開発者に Tizen SDK、ツール群、ソースコード、サ
ポート情報などを提供している。また、Tizen App Store はアプリケーションの配信を行い、
課金・決済機能も提供する。 
一方で、Tizen では通信事業者が独自のアプリストアを開設し、サービスを提供すること
を可能にしている。つまり、Tizen 共通開発者ポータルを利用するものの、独自のアプリマ
ーケットを用意して、自社端末に向けてアプリ配信を行うことができる。 
より多くの参加者を集め、エコシステムの拡大とオープンイノベーションの促進を可能
にするには、ある特定の企業に左右されることなく、誰もが平等に Tizen 上でビジネスやサ
ービスを展開できるような、完全にオープンな環境を構築する必要がある。そこで本研究
では、Tizen Association のような中立の機関のもと、Tizen 共通開発者ポータル、そして Tizen 
App Store を Tizen プラットフォーム事業体として独立させることを提案する。独立採算制
への移行を視野に入れて運営することが望ましいと考える。 
先に述べたとおり、売上配分比率をアプリ開発者に対して 70%、通信事業者に対して 0
から 25%の間とすることを提案している。つまり売上のほとんどをアプリ開発者と通信事
業者に還元するため、残る全てはシステムの維持管理に割り当てられることとなる。 
Tizen プラットフォーム事業体ではアプリやコンテンツの審査基準を明確にし、可能な限
り寛容にすることでより多くのアプリ開発者の参入とイノベーションの加速を目指す。新
規の配信用アプリは Web アプリでの開発とする。課金・決済方法の選択の自由も与え、
1-Click 決済などのショッピング機能の提供を行う。さらに、広告の販売とアプリケーショ
ンへの配信を行い、広告収益をアプリ開発者に還元する仕組みも提供する。仮想アイテム
や定期購読コンテンツなどの販売を可能にするアプリ内課金 API や複数端末間でのゲーム
プレイを同期できる API、ゲーム用としてユーザーが達成項目を確認したり、スコアランキ
ングなどを比較できるリーダーボード機能など提供することで、アプリ開発者にとって参
入しやすいプラットフォームにすることが重要である。 
ii) クラウドサービスとビッグデータサービス 
 図表 7-26 に Tizen のクラウドサービスとビッグデータサービスを示す。 
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図表 7-26  Tizen のクラウドサービスとビッグデータサービス 
 
出典：筆者作成 
 このクラウドサービスとビッグデータサービスは、7 章 3 節で示したスマートクラウドデ
バイスを実現するための仕組みとなる。まずクラウドサービスに関しては、プライベート
クラウドとシェアドクラウドの 2 つのサービスを提供する。プライベートクラウドは、個
人情報、各種アプリやコンテンツなどをさまざまなデバイス間でシェアすることを可能に
し、無料で提供するサービスである。またシェアドクラウドでは各種端末から得られるビ
ッグデータを保持し、それをビッグデータサービスとしてビッグデータ利用サイド事業者、
あるいは個人に有料で公開する。利用サイドはこのサービスによって得られたビッグデー
タ（Raw Data）を解析することでさまざまな知見を得ることができ、それを付加価値情報と
してエンドユーザーに有料、あるいは無償で提供することができる。 
4節 シェア拡大までのプロセス 
 スマートフォン向けプロセッサ市場においてインテルがシェアを拡大するため、Tizen 超
プラットフォーム戦略と称し、スマートフォン市場において Tizen でシェアを獲得し、その
中で Atom プロセッサでシェアを伸ばす方策を論じてきた。本節では具体的にそのプロセス
として戦略ステージ（Phase-1~3）を定義する。 
 図表 7-27 に各戦略ステージ、実現のための施策、施策を実現する上での課題、そしてそ
の対応策についてまとめた。 
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図表 7-27  戦略ステージの定義 
 
出典：筆者作成 
1. Phase-1： 育成期間 
 育成期間では ARM ベースの Tizen フォンを市場に投入し、Tizen の認知度を高め市場を
形成する時期と定義する。2012 年 12 月時点では ARM ベースのリファレンスプラットフォ
ームのみが発表されていることから、まずは ARM ベースの製品リリースされるものと考え
られる。 
 実現のための施策としては通信事業者との協業が最も重要であり、アプリケーション配
信サービスの立ち上げ、エコシステム構築が課題となる。そのためにはプラットフォーム
リーダーであるインテル、そして Tizen Association のメンバーが積極的に HTML5 による
Web アプリの優位性を訴えることが必要である。 
2. Phase-2： 加速期間 
 加速期間では Atom ベースの Tizen フォンを市場投入する。それまでにはある程度 Tizen
の市場が形成されているという前提になるため、実現のための施策としては、端末メーカ
ーとの提携、そして Atom ベースの Tizen フォンの開発になる。その課題としては、オープ
ンソース OS である Tizen を製品版にカスタマイズすることであり、そのためにリファレン
スプラットフォームが効果を発揮すると期待される。もう一つの課題であるエコシステム
拡大のためには、Tizen プラットフォーム事業体によるサービス展開が功を奏すはずである。 
3. Phase-3： 移行期間 
 移行期間では、いよいよ既存のスマートフォン製品を Atom ベースの Tizen フォンに置き
換えることを想定しており、そのためにはスマートクラウドフォンを現実のものにして、
エンドユーザーにそれが提供する価値を十分に理解してもらう必要がある。そのための課
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題としては、Tizen を搭載した車載情報機器、スマート TV、組込機器などを次々と市場投
入し、連携による新しい顧客価値を創出していくことが挙げられる。そのためには各 Sub-PF
ごとのリファレンスプラットフォームを提供すること、そして各 Sub-PF ごとに影響力のあ
るパートナーと提携することが重要と考える。 
 最後に、図表 7-28 に今後の Tizen フォンの出荷台数推移を示す。 
図表 7-28  Tizen フォンの出荷台数推移 
 
出典：筆者作成 
5節 実証実験の検討 
 Tizen を搭載した製品はまだ市場にはリリースされていないが、OS 自体はスマートフォ
ン向けプロファイルの Tizen 2.0 のアルファ版、そして車載情報機器用プロファイルの Tizen 
IVI 2.0 のアルファ版がすでに Tizen.org 上にリリースされている。よって、Web アプリの実
装や評価、Sub-PF 間の連携による新しい顧客価値の創出に関しては、この 2 つの Sub-PF を
使って進めることができる（図表 7-29）。 
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図表 7-29  現状可能な Tizen のデバイス間連携 
 
出典：筆者作成 
 具体的にはパートナーと共同でデモを開発し、イベントなどで積極的に展示していくこ
とで新しい顧客価値の提案や Web アプリによる新しい可能性を広く訴えていくことがエコ
システム拡大の観点から重要である。 
 これまでの取り組みとしては、2012 年 11 月に開催された「Embedded Technology」におい
て、Tizen IVI や Web アプリなどを用いて構築した車載情報機器の取り組みを披露している
（図表 7-30 参照）。 
図表 7-30  車載情報機器とスマートフォンの連携デモ 
 
出典：筆者作成 
 このデモでは車載情報機器（カーナビ）に Tizen IVI が組み込まれており、Tizen IVI の
Web Runtime 上でアプリケーションを動作させている。スマートフォンでは、HTML5 対応
の Web ブラウザ上でアプリケーションが動作している。スマートフォンによるカーナビの
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目的地設定や、スマートフォンからカーナビへの映像や楽曲データの転送、カーナビで表
示されている周辺店舗情報から得たクーポンのスマートフォンへの送信が行えるなど、両
デバイスの連携による新しい顧客価値創出にチャレンジしている。 
 また、メーカーとの提携による活動も積極的に行っている。 
2011 年 11 月 11 日の日本経済新聞の記事によると、トヨタ自動車はインテルと新たな車
載情報システムの共同研究を始めると発表している。スマートフォンなどの情報端末との
連携技術などについて研究するとしている。 
さらに、2012 年 3 月 1 日の日本経済新聞の記事によると、デンソーはインテルと次世代
の車載情報通信システムを共同開発することで合意したと発表している。スマートフォン
やタブレット端末などと情報のやり取りが可能となる次世代型車載機器の開発を目指すと
ある。 
 これら自動車メーカーや、自動車部品メーカーと提携を行うことで自動車側のニーズを
より的確に把握することができ、実用化に近い連携方法を模索することで、新しい顧客価
値の創出につながるものと考えられる。
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終章 研究の結論と今後の課題 
1節 研究の結論 
ARM プロセッサによって寡占状態となっているスマートフォン向けプロセッサ市場にお
いて、後発である Atom プロセッサが Tizen をレバレッジとしてシェアを拡大するための戦
略として、Tizen 超プラットフォーム戦略を定義した。この戦略の施策として、以下の 3 つ
を提案した。 
 
１．新規事業領域の創出 
 Web アプリ専用スマートクラウドフォンの実現 
２．プラットフォーム戦略の構築 
 デバイス間連携による M2M の実現 
 OS 間連携による Web アプリプラットフォームの構築 
 レイヤ間連携によるハードとソフトの融合 
３．オープンエコシステムの構築 
 Tizen プラットフォーム事業体の設立（アプリ・コンテンツ配信サービス、クラ
ウドサービス、ビッグデータサービスの提供） 
 
本研究の特徴および新規性として以下が挙げられる。 
 スマートフォン向けプロセッサ市場におけるアーキテクチャー間の競争構図（IA vs. 
ARM アーキテクチャー）を明らかにしたこと。 
 包括的プラットフォーム（C-PF）の概念を導入。デバイス間の連携によって C-PF 全
体の競争力を発展させることが、それに属する各デバイスの競争力強化にも貢献す
ることを示したこと。 
 次世代スマートフォンとして Web アプリ専用スマートクラウドフォンを定義し、そ
れがもたらす新しい顧客価値を示したこと。 
 OS 間連携による Web アプリプラットフォームにより、Atom ベースの Tizen が iPhone
や Android に十分対抗しうることを示したこと。 
 リファレンスプラットフォームの提供によるレイヤ間連携が、これまでとは異なる
新しい水平協業モデルを生み出し、従来のものと新しいものをそれぞれ水平協業モ
デル 1.0 と 2.0 として区別し、プラットフォーム戦略に組み入れたこと。 
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2節 今後の課題 
本研究での提案を実行に移し、スマートフォン向けプロセッサ市場での Atom プロセッサ
のシェア拡大を現実のものにするには、新事業領域としてのスマートクラウドデバイスや
スマートクラウドフォンのコンセプトを十分に理解し、HTML5 とクラウドによる M2M の
世界実現に協力してくれる端末メーカーの存在が欠かせない。車載情報機器の分野ではト
ヨタ、デンソーとの提携が発表されたが、他の分野においてもこの 2 社のような影響力の
大きいパートナーと戦略的アライアンスを組み、新しい顧客価値を創出するための取り組
みを進めていくことが必要である。 
そしてその取り組みの結果は積極的にイベント等でデモ展示し、広くその新規性や利便
性や訴えていかなければならない。それが iPhone や Android に対する Tizen の差別化要因と
なり、より多くの補完業者が Tizen のエコシステムに参入することにつながる。それによっ
てさらに Tizen エコシステムの規模・価値・機能が向上し、Tizen プラットフォームを利用
するエンドユーザーを増やすことになる。 
このエコシステム発展ループを回し続けること、それによって Tizen エコシステム全体の
価値を上げることが今後の重要課題となる。 
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